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■ 横浜市は、東京との近接性、羽田空港や新幹線駅（新横浜）へのアクセスの良さなどの特徴がある。 

■ 近隣都市との交通サービス比較において、横浜市は鉄道の分担率が 34％、バスの分担率が６％であ

り、一定程度の公共交通が利用しやすい交通体系になっていると考えられる。 

 

 

     

出典：横浜観光情報ホームページ 

表Ⅰ－１ 近隣都市との交通サービス比較 

図Ⅰ－４ 横浜と主要拠点の所要時間（鉄道）

注：所要時間については、都庁及び各市役所最寄りの JR 駅を１０：３０に出発した場合の調査結果 

横浜市 川崎市 さいたま市 千葉市 相模原市 東京区部

夜間（H22） 369 143 122 96 72 895

従業（H21） 155 55 54 43 27 790

夜間 0.84 1.00 0.56 0.35 0.22 1.44

従業 0.36 0.38 0.25 0.16 0.08 1.27

始点駅 関内駅 川崎駅 浦和駅 千葉みなと駅 相模原駅 新宿駅

東京駅 37 17 30 49 63 13

羽田空港 34 23 76 95 74 42

成田空港 97 87 71 64 119 65

最寄新幹線駅 18 9 9 49 24 13

鉄道 34 34 26 24 19 48

バス 6 4 2 3 2 3

自動車 23 18 28 36 36 11

市街化区域 75.9 88.2 53.3 47.3 61.1 94.8

市街化調整区域 24.1 11.8 46.7 52.7 38.9 5.2

人口密度
(万人/km2)

所要時間
（分）

代表交通手
段分担率(%)

(H20)

都市計画
区域(%)

人口
（万人）
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２ 交通（鉄道・道路）の現状 

（１）鉄道網 

 

■ 明治５（1872）年、日本で 初の鉄道が新橋～横浜間に開通した。以来、東海道線をはじめとする

鉄道網が横浜駅を中心として発達し、昭和 40（1965）年時点では骨格となる鉄道網が形成された。 

■ 昭和 40 年以降の鉄道整備の変遷を 15 年間隔でみると、鉄道網の発達とともに市街地が拡大してき

ており、横浜市が鉄道網の発達とともに発展してきたことがうかがえる。 

■ 横浜市内の鉄道は７事業者で運行されている。営業キロは約 270km、駅数は 156 駅となっている。市

域面積当たり鉄道延長は 0.61km／km２であり、国内の主要都市と比較すると大阪市、東京区部、名古屋

市に次ぐ規模となっている。（＊旅客線のみ。東海道新幹線を含まない。シーサイドラインを含む。） 
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（百人/㎞2）

150 -
120 - 150
90 - 120
60 - 90
30 - 60
0 - 30

S40→S55開業

・ブルーライン延伸

伊勢佐木長者町～上大岡(S47.12.16)

伊勢佐木長者町～横浜(S51.9.4)

上大岡～上永谷(S51.9.4)

・田園都市線 長津田～溝の口

(S41.4.1)

・こどもの国線 長津田～こどもの国

(S42.4.28)

・相模鉄道いずみ野線

二俣川～いずみ野(S51.4.8)

・JR根岸線 磯子～洋光台(S45.3.17)

洋光台～大船(S48.4.9)

H7→H22開業

・ブルーライン延伸

戸塚～湘南台(H11.8.26)

・グリーンライン（H20.3.30）
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いずみ中央～湘南台(H11.3.10)

・みなとみらい線(H16.2.1)

S55→H7開業

・ブルーライン
横浜～新横浜(S60.3.14)
上永谷～舞岡(S60.3.14)
舞岡～戸塚(S62.5.24)
新横浜～あざみ野(H5.3.18)

・相模鉄道いずみ野線延伸
いずみ野～いずみ中央(H2.4.4)

・シーサイドライン(H1.7.5)

S40 年 DID 人口分布

鉄道網：S40 年

S55 年 DID 人口分布

鉄道網：S55 年

H7 年 DID 人口分布 

鉄道網：H7 年

H17 年 DID 人口分布

鉄道網：H22 年

図Ⅰ－９ １５年ごとの横浜市の鉄道網の発達状況 
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■ 横浜市では、「 寄駅まで 15 分の交通体系整備」を目指し、鉄道網の整備（新駅の設置）を進めると

ともに、住宅地と 寄駅を連絡する幹線道路や地区幹線道路、駅前広場（バスターミナル等）を整備

し、住宅地や駅周辺の道路混雑を緩和した。 

■ 平成 11 年８月のブルーライン延伸（戸塚～湘南台間）、平成 16 年２月のみなとみらい線開業、平成

20 年３月のグリーンラインの開業など、鉄道整備による新駅の設置やバス路線の再編・拡充、バス

専用・優先レーンの設置区間の拡大などを進め、平成 19 年度末には、「人口割合」で 88.4％が 寄

駅まで 15 分で到達できるようになった。 

 

 

年度 平成９年度 平成 13 年度 平成 17 年度
平成 19 年度末 

グリーンライン開業

人口割合 約７４％ ８３．１％ ８６．１％ ８８．４％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図Ⅰ―１５ 寄駅まで 15 分で到達できるエリア

表Ⅰ―２ 寄駅まで１５分圏の人口の割合の拡大

「最寄駅まで１５分」の定義 

1. 自宅から最寄り駅までの所要

時間とする。 

2. 平日の通勤時間帯（概ね午前７

時から８時）を対象時間とす

る。  

3. 上記の時間帯に利用できる駅

を最寄駅の対象駅とする。 

4. 交通手段としては、徒歩及びバ

スを利用することを前提とし、

二輪車・自動車利用は対象とし

ない。  

5. バス停留所における待ち時間

は考慮しない。 

6. 新交通システムにはバスによ

るアクセスはないものとする。

7. 対象除外地域としては、ゴルフ

場、大規模緑地・広域公園等、

米軍接収地、ふ頭等の臨港地域

など、将来にわたって住宅地と

なることが想定されない地域

を除外地域とする。 

出典：横浜市都市計画マスタープラン（平成 25 年３月） 

出典：横浜市道路局ホームページ 
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３ 横浜市都市計画マスタープラン 

（１）都市計画マスタープランの位置付け 

 

■ 横浜市では、平成 12 年１月に、初めて「横浜市都市計画マスタ

ープラン」を策定した。このプランを策定してから 10 年余りが経

過し、この間に、都心部の機能強化、主要な鉄道駅周辺の拠点整備、

交通ネットワークの整備や安全で住みよい住宅地の整備などを着

実に進めてきた。 

■ 一方で、少子高齢化や地球規模の環境問題の深刻化など、社会情

勢や横浜市を取り巻く状況が大きく変化してきたことから、時代の

変化に対応したプランとするため、平成 25 年３月に横浜市都市計

画マスタープラン（全市プラン）を全面的に改定した。 

■ 人口動態の変化が見込まれる中で、新たな課題に直面してもそれ

らの課題を克服して、引き続き横浜が自立した大都市、「安心と活

力があふれるまち」として、持続・発展していくことを基本的な考

えとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図Ⅰ－１６ 横浜市都市計画マスタープランと関連計画との関係 

出典：横浜市都市計画マスタープラン（平成 25 年３月） 

横浜市基本構想（長期ビジョン）【平成18年６月】（おおむね2025年）

中期４か年計画
【平成22年12月】

横浜市都市計画マスタープラン
（都市計画の長期的な基本的方針）

 全体構想
　

　　　　　　  地域別構想
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（２）都市づくりの目標 

 

■ 都市計画マスタープランでは、都市づくりの基本理念として「新しい横浜らしさの創造と持続を支

える都市づくり」を掲げ、７つの都市づくりの目標を示している。（目標年次：平成 37（2025）年） 

①超高齢社会や将来の人口減少社会に対応できる「集約型都市構造」への転換と、人にやさしい「鉄

道駅を中心としたコンパクトな市街地」の形成 

②地球温暖化やヒートアイランド現象の緩和に向けた、エネルギー効率のよい低炭素型の都市づくり 

③首都圏全体の発展を牽引するとともに、国際競争力を高めるための基盤づくり 

④地域特性に応じた、計画的・効率的な土地利用と地域まちづくり 

⑤誰もが移動しやすく環境にやさしい交通の実現 

⑥横浜らしい水・緑環境の実現と、都市の魅力を生かしたまちづくり 

⑦震災や風水害などの自然災害に強い、安全安心のまちづくり 

 

 

 

 

  

⑥　横浜らしい水緑環境の実現
と、都市の魅力を生かしたまちづ
くり

①　超高齢社会や将来の人口減
少社会に対応できる「集約型都市
構造」への転換と、人にやさしい
「鉄道駅を中心としたコンパクトな
市街地」の形成

②　地球温暖化やヒートアイランド
現象の緩和に向けた、エネル
ギー効率の良い低炭素型の都市
づくり

③　首都圏全体の発展を牽引す
るとともに、国際競争力を高める
ための基盤づくり

④　地域特性に応じた、計画的・
効率的土地利用と地域まちづくり

⑤　誰もが移動しやすく環境にや
さしい交通の実現

　
　
　
　
　
新
し
い
横
浜
ら
し
さ
の
創
造
と
持
続
を
支
え
る
都
市
づ
く
り

基本理念 都市づくりの目標 都市構造

⑦　震災や風水害などの自然災
害に強い、安全安心のまちづくり

部門別方針

　ア　二つの都心の機能強化とそれにつな
　　　がる鉄道を軸とした集約型都市構造

　イ　郊外部の鉄道駅を中心としたコンパクト
　　　な市街地を基本とした地域構造

　ウ　臨海部産業拠点と国際的なハブポート
　　　の形成

　エ　鉄道や高速道路等による広域的な機
　　　能連携軸

　オ　緑の10大拠点

　　ａ　土地利用の方針

　　ｂ　都市交通の方針

　　ｃ　都市環境の方針

　　ｄ　都市の魅力の方針

　　ｅ　都市活力の方針

　　f　都市防災の方針

図Ⅰ－１７ 「都市づくりの目標」と「都市構造」「部門別方針」の関係 
出典：横浜市都市計画マスタープラン（平成 25 年３月） 
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■ 目指すべき都市構造の中で、「郊外部の鉄道駅を中心としたコンパクトな市街地を基本とした地域構

造」については、以下の通り示している。 

 

 

・郊外部の鉄道駅を中心として、郊外住宅地の都市基盤や地域交通、地形の状況など、地域特性に応

じた圏域を形成します。そのうえで、鉄道駅周辺において、圏域の人口規模や人口構成等に応じた

機能集積（商業・業務施設、行政サービス施設、福祉施設、医療施設、集合住宅等）と基盤整備を

図り、個性ある生活拠点を形成します。 

・駅徒歩圏（おおむね 1 キロメートル圏）については、現状の土地利用を踏まえつつ、駅周辺（生活

拠点）への利便性を生かした良好な住宅市街地を形成するなど、土地の有効活用を図ります。 

・駅から離れた郊外住宅地は、緑豊かな自然環境を生かしつつ、土地利用の整序・転換、地域の公共

交通維持・活性化、日常的な買い物・サービス施設等の整備・誘導を図り、豊かな住宅市街地を形

成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主要な生活拠点及び駅勢圏が大きい郊外部の生活拠点周辺の市街地の場合 

駅勢圏が小さい郊外部の生活拠点周辺の市街地の場合 

出典：横浜市都市計画マスタープラン（平成 25 年３月） 
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■ 都市交通の方針図（鉄軌道）に示す「運輸政策審議会答申路線」は、21 世紀における東京圏の姿を

展望しつつ、新たな東京圏における高速鉄道を中心とする交通網の整備に関する基本的な計画として

策定され、平成 12 年 1 月 27 日に運輸大臣（当時）に答申された。（目標年次：平成 27（2015）年） 

■ 横浜市に関連する路線としては、高速鉄道３号線の延伸が目標年次までに開業することが適当であ

る路線（Ａ１）、横浜環状鉄道が目標年次までに整備着手することが適当である路線（Ａ２）、東海道

貨物支線の旅客線化等が今後整備について検討すべき路線（Ｂ）に位置付けられた。 

■ みなとみらい線（横浜～元町・中華街）や市営地下鉄グリーンライン（中山～日吉）も答申に位置

付けられた路線であり、それぞれ平成 16 年２月、平成 20 年３月に開業している。現在は、神奈川東

部方面線（相鉄・ＪＲ直通線、相鉄・東急直通線）が事業中となっている。 

■ 一方、Ａ１に位置付けられた路線で着手されていない路線は、横浜３号線（高速鉄道３号線）の延

伸、東京７号線（埼玉高速鉄道）の建設及び延伸（一部開業済み）、川崎縦貫高速鉄道（仮称）の新設、

京急久里浜線の延伸、千葉都市モノレールの延伸の５路線となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図Ⅰ－１８ 運輸政策審議会答申第１８号 東京圏鉄道網図 

出典：国土交通省ホームページ 
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Ⅱ 横浜市における鉄道を軸とした交通体系

について 
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１ 鉄道を軸とした交通体系の方向性 

（１）横浜市の将来人口動態 

 

■ 平成 22（2010）年の国勢調査に基づく横浜市による人口推計では、平成 31（2019）年に 3,736 千人

となり、以降減少に転じる。平成 31（2019）年の高齢化率（65 歳以上の割合）は、25.0%と推計され

た。 
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出典：横浜市将来人口推計（平成 24 年 12 月）より作成 

図Ⅱ―１ 人口の予測 図Ⅱ―２ 年齢構成の予測
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図Ⅱ―３ 区別人口増加率 図Ⅱ―４ 区別高齢化率 
出典：横浜市将来人口推計（平成 24 年 12 月）より作成 
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業した路線

２１ 

の路線についいて検証を行行った。鉄道道整備の効果果とともに、
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（３）交通に関わる課題の整理 
 

■ 「次世代の総合的な交通体系検討会」では、横浜市の現況や鉄道の現況、整備済み路線の検証など

を踏まえ、交通（鉄道、バス等端末交通、駅）に関わる課題を抽出・整理した。 

■ 課題の抽出においては、都市計画マスタープランに示された「都市づくりの目標」だけではなく、

首都圏における横浜市の果たすべき役割を考慮するために、国や首都圏、神奈川県の将来の方向性も

参考とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

横浜市の現況・鉄道の現況 整備済み路線の検証 

＜交通（鉄道、バス等端末交通、駅）に関わる課題の整理＞ 

横浜市における 

都市づくりの目標 

国・首都圏・神奈川県の

将来の方向性 

＜課題の抽出＞ 

１ 都市計画マスタープランを踏まえた課題 

２ 整備済み路線の検証により得られた課題 

３ 運輸政策審議会答申第１８号からの継続的な課題 

４ 交通政策審議会鉄道部会提言を受けた課題 

５ 検討会で示された課題 

６ ヒアリング等により得られた課題 

検討会・ワーキングでの議論 

課題の整理 

図Ⅱ－６ 交通に関わる課題の整理（フロー）
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■ 「運輸政策審議会答申路線に関する中間まとめ（平成 25年４月）」では、抽出された課題について、

「社会状況の変化」、「鉄道整備」、「交通体系」に分類して整理した。 
■ 運輸政策審議会答申第 18号の目標年次が平成 27（2015）年であること、鉄道に関する計画期間が概

ね 15年程度であることを考慮し、将来の基本的な目標年次を平成 42（2030）年とした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

表Ⅱ－１ 交通に関わる課題の整理 
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（４）鉄道を軸とした交通体系の方向性 
 
■ 都市計画マスタープランでは、７つの「都市づくりの目標」と、それらの目標を実現するための「都

市構造」及び「部門別方針」の関係性が示されている。（Ｐ11参照） 

■ 都市交通の方針では「誰もが移動しやすい交通の実現」が示されており（Ｐ14参照）、自宅などから

目的地までの鉄道を軸とした「移動」を想定し、「鉄道ネットワーク」、「鉄道のサービス」、「駅のサ

ービス」、「鉄道とまちのつながり」の４つの要素に分類した。 
■ さらに、交通に関わる課題を 13の項目に整理したうえで、それぞれの方向性について検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図Ⅱ－７ 鉄道を軸とした「移動」のイメージ 

①鉄道ネットワーク 

☆鉄道ネットワーク 

②利便性の高い移動サービス 

☆鉄道のサービス 

④安全で安定した移動サービス 

⑥災害に強い移動サービス 

③広域交通ネットワークへのアクセス 

⑤快適な移動サービス 

⑧安心して利用できる駅 

⑦誰もが利用しやすい駅 

⑨利便性・快適性の高い駅 

☆駅のサービス 

⑩駅周辺のまちづくり 

⑬都市観光を支える交通 

⑫環境にやさしい公共交通 

⑪鉄道とバス等との乗り換え利便性 

☆鉄道とまちのつながり 

【鉄道を軸とした移動に伴う４つの要素と 13の項目】 
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■ 「都市づくりの目標」、「将来を見据えた交通（鉄道、バス等端末交通、駅）に関わる課題」、「鉄道を

軸とした交通体系の方向性」の関係を、以下の図に示した。 
■ 「都市づくりの目標」と「鉄道を軸とした交通体系の方向性」の関係（つながり）については、次頁

に整理した。（Ｐ26・27参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

鉄道を軸とした 

交通体系の方向性 

都市計画マスタープラン 

【都市づくりの目標】 

将来を見据えた 

交通（鉄道、バス等端末交通、駅） 

に関わる課題 

図Ⅱ－８ 都市づくりの目標、交通に関わる課題 

鉄道を軸とした交通体系の方向性の関係 
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④ 安全で安定した移動サービスの提供 
（定時性の確保・安全性の確保） 

② 利便性の高い移動サービスの提供 
（シームレス化・速達性の向上） 

③ 広域交通ネットワークへのアクセス向上 
（空港アクセス、新幹線アクセスの強化） 

⑬ 都市観光を支える交通インフラの整備 
（回遊性の向上） 

⑦ 誰もが利用しやすい駅への改善 
（バリアフリー化） 

⑧ 安心して利用できる駅への改善 
（ホームでの安全性の確保） 

⑨ 利便性・快適性の高い駅への改善 
（駅機能の高度化） 

⑩ 駅周辺のまちづくりとの連携 
（コンパクトな市街地の形成・拠点性の向上） 

⑪ 鉄道とバス等との乗り換え利便性の向上 
（駅前広場の整備・情報提供） 

① 都市構造の変化を促す鉄道ネットワークの構築 

⑫ 環境にやさしい公共交通の利用促進 
（低炭素化・モビリティマネジメント） 

⑥ 災害に強い移動サービスの提供 

⑤ 快適な移動サービスの提供 
（車内環境の向上・混雑緩和） 

☆鉄道のサービス 

☆鉄道ネットワーク 

☆駅のサービス 

☆鉄道とまちのつながり 

鉄道を軸とした交通体系の方向性 
【鉄道を軸とした移動に伴う４つの要素と 13 の方向性】 



 

① 都

横浜市が

将来の都市構

 

 

□ 平成 12

区、横浜

重点的

心を起

の考え方

□ 新たな都

つなが

本とした

などを示

域的な連

人口減少

目指す必

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 都市構造

都市構造

「高速鉄

路線）に

横浜市

☆鉄道

背

方向

都市構造の

首都圏にお

構造を支える

2 年 1 月に策

浜駅周辺地

に強化するな

点とした放射

方は運輸政策

都市計画マス

る鉄道を軸

た地域構造」

示している。

連携軸として

少・超高齢社

必要がある。

造の変化を促

造の変化を促

鉄道３号線の

については引

市都市計画マ

（平

道ネットワー

背景（現況

向性 

の変化を促

いて大きな役

る鉄道ネッ

策定された横

区などの都心

など、「多心

射軸の強化を

策審議会答申

スタープラン

とした集約型

」、「産業拠点

。これを受け

ての鉄道や高

社会を迎える

。 

促す鉄道ネッ

促していくた

の延伸」、「横

引き続き計画

① 都市

スタープラン

平成 12 年１月）

ーク 

（事例）、

促す鉄道ネ

役割を果たし

トワークを構

横浜市都市計

心、新横浜都

心型都市構造

を図るととも

申第18号に反

ンでは、目指

型都市構造」

点や物流拠点

けて、「都市の

高速道路等」

る中で、誰も

ットワークの

ために、都市

横浜環状鉄道

画路線とし、

構造の変化

（全市プラン

） 

課題等）

２８ 

ネットワー

し、自立した

構築し、その

計画マスター

都心、鶴見駅

造の形成」を

もに、副都心

反映され、そ

指すべき都市

」、「郊外部の

点を支える『鉄

の軸としての

」を、次世代

もが利用しや

の構築 

市計画マスタ

道」、「東海道

鉄道ネット

化を促す鉄

）

ークの構

た都市として

の変化を促す

ープランでは

駅周辺など５

目指していた

心相互を連絡

その位置付け

市構造として

の鉄道駅を中

鉄道や高速道

の鉄道」、「ま

代を見据えた

やすい交通と

ープラン（都

道貨物支線の

ワークの構

鉄道ネットワ

横浜市都市計

築 

てさらなる発

すことが重要

、関内・関外

５つの副都心

た。鉄道計画

絡する環状軸

けに基づいて

て「二つの都

中心としたコ

道路等による

まちの拠点と

た基本的な交

とともに、持

都市交通の方

の旅客線化等

築に取り組む

ワークの構

計画マスター

（平成 25 年

発展を遂げる

要であると考

外やみなとみ

心、および京

画の分野にお

軸の形成を目

て順次整備を

都心の機能強

コンパクトな

る広域的な機

としての駅」、

交通体系の考

持続可能な交

方針）に位置

等」（運輸政策

むことが重要

構築 

プラン（全体

年３月） 

るためには、

考えられる。

みらい 21 地

京浜臨海部を

おいては、都

目指した。こ

進めてきた。

強化とそれに

な市街地を基

機能連携軸』」

、さらに「広

考え方とし、

交通の実現を

置付けられた

策審議会答申

要である。

構想） 

地

を

都

こ

。 

に

基

」

広

を

た

申



 

② 利

自宅など

がスムーズ

加にもつなが

 

 

【シームレス

□ 貨物線な

横浜駅か

運行され

□ 運輸政策

神奈川東

直通線」

た。この

奈川県央

れる。ま

東海道線

なる「東

進んでお

□ 平成 25

の相互直

おり、通

□ 同一方面

動がなく

【速達性の

□ 市営地下

べて低く

□ 横浜市交

新たな設

営計画」

 

 

 

◆ 利便性の

乗り換え

を利用・

である高

②

☆鉄道の

背

方向

便性の高

を出発してか

になって所要

がると考えら

ス化】 

など既存の鉄

から新宿・池

れるようにな

策審議会答申

東部方面線の

、「相鉄・東

の路線の整備

央部と東京都

また、宇都宮

線東京・横浜

東北縦貫線（

おり、平成 2

年 3 月 16 日

直通運転が開

通勤・通学の

面への乗り換

く便利である

向上】 

下鉄ブルーラ

くなっている

交通局では、

設備投資や費

平成 24～2

の高い移動サ

えの少ないシ

・活用する

高速鉄道３号

② 利便性

のサービス

背景（現況

向性 

高い移動サ

から目的地へ

要時間が短縮

られる。 

鉄道路線（ネ

池袋・大宮方

なり、運行本

申第 18 号で

の機能を有す

東急直通線」

備により、横

都心部が乗り

宮・高崎・常

浜方面との直

（上野東京ラ

26 年度末完成

日に東武東上

開始された。

の利便性向上

換えに際し、

る。（例：東神

ライン・グリ

る。 

ブルーライ

費用対効果な

26 年度：横浜

サービスの提

シームレスな

「相鉄・ＪＲ

号線の延伸な

性の高い移動

ス 

（事例）、

サービスの

へ到着するま

縮されると、

ネットワーク

方面へ乗り換

本数が増えて

で位置付けら

する「相鉄・

が事業着手

横浜市西部及

り換えなしで

常磐線の各方

直通運転が可

イン）」の工

成予定である

上線・西武池

みなとみら

上や観光需要

ホーム上で

神奈川駅では

リーンライン

ンの急行運転

など、現在の

浜市交通局

提供（シーム

な移動や目的

Ｒ直通線」、「

などの事業化

動サービス

課題等）

２９ 

の提供 

まで、途中駅

、鉄道利用者

ク）を活用し

換えなしで行

て利便性が向

られた

ＪＲ

手され

及び神

で結ば

方面と

可能と

工事が

る。 

池袋線・東京

らい線の平成

要の創出にも

で対面での乗

はホーム間移

ンは、表定速

転の実施につ

の設備の有効

（平成 24 年

ムレス化・速

的地までの速

「相鉄・東急

化検討に取り

スの提供（シ

駅での乗り換

者の満足度が

したＪＲ東日

けるようにな

向上している

メトロ副都心

成 25 年 8 月の

つながって

り換えがで

移動が発生す

速度が 40km/h

ついて、利用

活用も含めて

年 5月）） 

速達性の向上

速達性向上を

直通線」の整

組むことが

シームレス

出典：横浜

換えや待ち時

が高まるとと

本の湘南新

なった。朝や

。 

心線・東急東

の乗降客数は

いる。 

きると、ホー

する場合があ

h 未満であり

用者ニーズの

て検討中であ

上） 

可能とするた

整備を推進す

重要である。

ス化・速達性

浜市都市整備局

時間も含めた

ともに、鉄道

新宿ラインの

や夕方のラッ

東横線・みな

は前年比 14％

ーム間の階段

ある） 

り、市内の他

の把握に努め

ある。（「市営

ために、既存

するとともに

。 

性の向上）

局ホームペー

た全体の移動

道の利用者増

運行により、

ッシュ時にも

なとみらい線

％増となって

段等の上下移

他の路線に比

るとともに、

営交通中期経

存の鉄道路線

に、計画路線

 

ジ 

動

増

、

も

線

て

移

比

、

経

線

線



 

③ 広

横浜都心部

ットワークへ

適性等の質の

 

 

【羽田空港ア

□ 昭和 60

転につい

年に２層

□ 鉄道で横

し、約 3

達型の

に２本と

□ 「ヨコハ

る意見が

【新幹線ア

□ 全ての東

線が利用

横浜市西

□ 横浜都心

でも有数

移動に課

□ 「ヨコハ

意見が多

（「ノン

□ 一方ＪＲ

ートや駅

橋本駅付

 

 

 

◆ 広域交通

羽田空港

らの来街

セス強化

川駅と神

③ 

☆鉄道

方向

背

域交通ネ

部の活力・競

へのアクセス

の向上を図る

アクセス】 

（1985）年

いての当初計

層高架駅とな

横浜駅と羽田

30 分で両駅

「快特」は、

となっている

ハマｅアンケ

が多く寄せら

クセス】 

東海道新幹線

用可能である

西部及び神奈

心と新横浜都

数の路線であ

課題がある。

ハマｅアンケ

多く寄せられ

ンストップの

Ｒ東海は、平

駅位置など）

付近を設置箇

通ネットワー

港は今後も発

街者のさらな

化に取り組む

神奈川県駅

広域交通

道のサービス

向性 

背景（現況

ネットワー

競争力の向上

ス強化が引き

ることで、鉄

の運輸政策審

計画が位置付

なり、東京都

田空港間を連

間を結んでい

横浜から羽

る。 

ケート（平成

られた。また

線が停車する

る。現在、「相

奈川県央部か

都心の二つの

ある。一方で

 

ケート（平成

れた。また、

列車」につい

平成 25（201

を示し、神

箇所とした。

ークへのアク

発着枠の増加

なる増加が期

むことが重要

（橋本駅付近

ネットワー

ス 

況（事例）、

ークへのア

上のために、

き続き重要と

鉄道を利用し

審議会答申第

付けられた。京

都心及び横浜

連絡する京急

いるが、空港

羽田空港方面

成 25 年 10 月

た、横浜駅で

る新横浜駅へ

相鉄・ＪＲ直

から新横浜駅

の都心間を連

で、その多く

成 25 年 10 月

東神奈川駅

いては、横浜

3）年 9月 1

神奈川県駅は

 

クセス向上

加が期待され

期待できるた

要である。ま

近）の３駅へ

ークへのア

課題等）

３０ 

アクセス向

、国内外の地

と考えられる

したアクセス

第 7 号で、京

京急蒲田駅は

浜方面からの

急線は、日中

港線内は各駅

面行きが早朝

月）」では、横

での乗り換え

へは、ＪＲ東

直通線」「相

駅のアクセス

連絡する横浜

が東神奈川

月）」では、横

駅での乗り換

浜線と市営地

18 日に中央新

は JR 横浜線、

（空港・新幹

れるなど横浜

ため、横浜都心

また、東海道新

へのアクセス

クセス向上向上 

地域を相互に

る。また、速

スが増加する

京急空港線の

は、連続立体

の利便性は大

中 10 分間隔で

駅停車となっ

朝に１本、羽

横浜・羽田空

えに不便を感

日本横浜線及

鉄・東急直通

が飛躍的に

浜線は、１日

駅発着であ

横浜・新横浜

換えに不便を

地下鉄の両方

新幹線環境影

、相模線、京

幹線アクセス

浜市としても

心部をはじめ

新幹線の新横

強化に取り

上（空港・

に結ぶ航空・

速達性・利便

ると考えられ

の改良及び空

交差事業にあ

きく向上した

で直通の「エ

っている。両

田空港から横

空港間のノン

じるとの意見

及び市営地下

通線」が事業

向上する。 

当たり約 22

り、両都心間

浜間のノンス

を感じるとの

方が対象と考

影響評価準備

京王相模原線

の強化） 

重要な空の玄

めとした市域

横浜駅、中央

組むことが重

新幹線アク

・新幹線等の

便性を高め、

れる。 

空港線と本線

あわせて平成

た。 

エアポート急

両駅間を約 20

横浜方面行き

ンストップの

見が多く寄せ

下鉄ブルーラ

業中であり、

2 万人が利用

間におけるシ

ストップの列

意見が多く

考えられる）

備書の中で路

線の３路線が

玄関口であ

域内と羽田空

央新幹線の起

重要である。

クセスの強

の広域交通ネ

利用者の快

線との直通運

成24（2012）

急行」を運行

0分で結ぶ速

きが 22 時台

の列車を求め

せられた。

ラインの２路

完成すると

用する首都圏

シームレスな

列車を求める

寄せられた。

 

路線概要（ル

が乗り入れる

り、国内外か

空港とのアク

起点である品

。

化） 

ネ

快

運

行

速

台

め

路

と

圏

な

る

。

ル

る

か

ク

品



 

④ 安

相互直通運

遅延発生時

妨げて鉄道へ

 

 

【定時性の確

□ ラッシュ

頻繁に列

□ 路線別の

で遅延時

「相互直

□ 鉄道事業

からの転

おいては

□ 国土交通

査」を行

は 30 分

混雑緩和

【安全性の確

□ 現在市内

が 56 箇

□ 踏切の安

により踏

□ 横浜市で

し、緊急

３箇所で

16 か所で

□ 相鉄本線

箇所を廃

 

 

 

◆ 安全で安

鉄道は他

ムからの

に、鉄道

④

☆鉄道

方向

背

安全で安定

運転など運行

にはその影響

への信頼を失

確保（遅延対

ュ時間帯には

列車遅延が発

の遅延の状況

時間が長くな

直通運転を行

業者に起因す

転落、無理な

は、ホームへ

通省では「サ

行い、「列車

分以上の遅延

和対策」につ

確保（踏切の

内には踏切が

箇所（平成 21

安全確保や踏

踏切自体を除

では、平成 1

急性が高く、

でこ線人道橋

で歩道部のカ

線（星川駅～

廃止）する連

安定した移動

他の公共交通

の転落、踏切

道事業者や行

④ 安全で安

道のサービス

向性 

背景（現況

定した移動

行区間の拡大

響が広域化

失うだけでな

対策）】 

は極めて高頻

発生している

況を見ると、

なっており、

行っている」

する遅延（施

な駆け込み乗

への警備員等

サービスの高

遅延（30 分

延を生じた輸

ついて、平成

の安全対策な

が 168 箇所あ

1年度）ある

踏切交通の円

除却すること

18 年 10 月に

５箇年での施

橋のバリアフ

カラー舗装化

～天王町駅）

連続立体交差

動サービスの

通機関と比較

切における事

行政による対

安定した移

ス 

況（事例）、

動サービス

大による利便

し、回復に長

なく、経済的

頻度に列車が

る。 

ＪＲ東海道

いずれも

路線である

施設や車両の

乗車等による

等の配置や利

度化に伴い発

分以内のもの

輸送トラブル）

成 23 年９月に

など）】 

あり、「開かず

る。 

円滑化には、

とが有効と考

に「横浜市踏

施工が可能な

フリー化（エレ

化が完了した

では、踏切

差事業を行っ

の提供（定時

較して定時性

事故がたびた

対策とともに

移動サービス

課題等）

３１ 

スの提供

便性向上の一

長時間を要し

的な損失にも

が運行され、

道線・京浜東

「混雑率が高

る。 

の故障等）も

停車時間増

利用者へのマ

発生する遅延

）のボトルネ

）発生時の影

にまとめた。

ずの踏切」（ピ

連続立体交

考えられるが

踏切５箇年整

な踏切につい

レベーターの

た。 

切事故の解消

っている。

時性の確保・

性・安全性の

たび発生して

に、利用者へ

スの提供

一方で、遅延

している。遅

もつながると

わずかな遅

北線・横須賀

高い」、「運行

多く発生して

による遅延

マナー啓発な

延等に対応し

ネック要因の

影響 小化の

 

ピーク時間の

交差化（鉄道の

が、事業の実

整備計画」（平

いて、安全対

の設置）、12か

等を図るため

安全性の確

高い輸送機関

いる。より安

へのマナー啓

（定時性の確

延の発生頻度

遅延の発生は

と考えられる

遅れがダイヤ

賀線、東急東

行本数が多い

ているが、線

も多く発生し

どの対応を

した定時運行

の把握と対策

のための対策

の遮断時間が

の高架化、地

実施には多大

平成 18 年度

策を集中的

か所で構造改

めに、踏切７

確保） 

関であるが、

安全で定時性

啓発にも取り

確保・安全

度が増加する

は、定時性の

る。 

の乱れにつ

東横線・田園

い」、「運行区

線路内立ち入

している。鉄

している。 

行の確保方策

策」、「輸送障

策」、「遅延防

が 40 分／時以

地下化）など

大な費用と時

度～平成 22 年

に実施した。

改良（踏切の

７箇所を立体

、ホームでの

性の高い鉄道

組むことが

全性の確保

るとともに、

の高い移動を

ながるなど、

園都市線など

区間が長い」、

入りやホーム

鉄道事業者に

策に関する調

障害（運休又

防止のための

以上の踏切）

どの抜本対策

間がかかる。

年度）を策定

。この結果、

拡幅など）、

体交差化（２

の触車やホー

道運行のため

重要である。

） 

を

、

ど

、

ム

に

調

又

の

策

。 

定

２

ー

め

。



 

⑤ 快

これまで

では広域的

輸送需要を

化していく

 

 

【車内環境の

□ ＪＲ東

採用に

入など

を付加

□ 市営地下

構内だけ

の送受信

（なお、

ずりあい

発をあわ

□ 現在、主

運行され

してくる

【混雑緩和】

□ 横浜市内

19 号（平

□ 「ヨコハ

日利用す

□ 路線によ

利用を促

ンを実施

 

 

 

◆ 快適な移

鉄道は様

に努め

横浜市域

力増強等

☆鉄道

方向

背

快適な移動

、主に通勤

な鉄道ネッ

満たすとい

と考えられる

の向上】 

日本では、一

よる人にや

、混雑緩和

して、サービ

下鉄では、平

けでなく各駅

信が可能とな

「車内では、

いシート」付

わせて行って

主に通勤時間

れている。超

ると考えられ

】 

内では、ＪＲ

平成 12 年 8

ハマｅアンケ

する 20 代・

よっては、今

促す取組も必

施している鉄

移動サービス

様々な人々が

るとともに、

域で混雑率が

等に取り組む

⑤ 快

道のサービス

向性 

背景（現況

動サービス

・通学など

トワークが構

う「輸送力の

る。 

一部の荷棚や

さしい車両へ

にも寄与して

ビスの水準を

平成 25 年 12

駅間のトンネ

なった。（携帯

、これまでど

付近では電源

ている。） 

間帯に、着席

超高齢社会に

れる。 

Ｒ横浜線の小

月）で示さ

ケート（平成

30 代からの

今後も混雑緩

必要であると

鉄道事業者も

スの提供（車

が利用する輸

、誰もが快適

が 180％を超

むことが重要

快適な移動サ

ス 

（事例）、

スの提供

ピーク時にお

構築されてき

の量的な増強

や吊手高さの

への置き換え

ている。鉄道

を高めている

2 月 24 日か

ネル内におい

帯端末・ＰＨ

どおり携帯電

源をお切りく

乗車の提供

における鉄道

小机→新横浜

れた当面の

成 25 年 10 月

の回答）から

緩和のための

と考えられる

もある。） 

車内環境の向

輸送機関であ

適性を感じら

超える区間の

要である。

サービスの

課題等）

３２ 

おける混雑緩

きた。これか

強」から、快

の変更、優先

えを進めてい

道事業者は、

る。 

ら全ての区間

いても携帯電

ＨＳも利用可

電話での通話

ださいます

を目的に有料

道の利用状況

浜間の混雑率

目標（混雑率

月）」では、主

混雑緩和を求

の輸送力増強

る。（時差通勤

向上・混雑緩

あり、その利

られる車内環

の解消に向け

の提供（車

緩和等を目的

からの超高齢

快適性・安全

先席エリアの

いる。また、

車両の更新

間で携帯電話

電話によるイ

可能） 

話はご遠慮い

すようお願いい

料の整理券等

を想定する

率が 180％を超

率 180％以下

主に通勤・通

求める意見が

等が必要であ

勤にクーポン

緩和） 

利用目的も様

環境の創出に

けて、引き続

内環境の向

的とした鉄道

齢社会におけ

全性など「移

の明確化等ユ

定員が約１

新とともに利

話サービスの

インターネッ

いただき、つ

いたします」

等が必要とな

と、今後は着

超えており、

下）が達成さ

通学で利用し

が多く寄せら

あると考えら

ンなどで特典

様々である。

取り組むこ

き混雑の緩和

 

向上・混雑緩

道整備が行わ

ける鉄道輸送

移動の質の向

ユニバーサル

１割増える幅

利便性の高い

の利用が可能

ット接続およ

り革がオレン

」と、利用者

なる座席定員

着席ニーズへ

運輸政策審

されていない

している回答

られた。 

られるが、オ

典を付与する

利用者のニ

とが重要であ

和・平準化の

緩和） 

われ、首都圏

送の役割は、

向上」へと変

ルデザインの

幅広車両の導

い設備や機能

能になり、駅

よびＥメール

ンジ色の「ゆ

者のマナー啓

員制の列車が

への対応が増

審議会答申第

い。 

答者（ほぼ毎

オフピークの

るキャンペー

ニーズの把握

ある。また、

のための輸送

圏

変

の

導

能

駅

ル

ゆ

啓

が

増

第

毎

の

ー

握

送



 

⑥ 災

東日本大震

策の強化や代

る減災に向

クの構築が重

 

 

□ 平成７

日本は平

に、橋脚

□ 横浜市防

間ごとの

ている。

□ 帰宅困難

時滞在施

情報提供

□ 横浜市交

実施し、

□ 一方近年

沿線の土

□ 横浜市の

等によっ

駅として

ちづくり

□ 業務地や

おいては

すること

□ 駅構内の

道事業者

 

 

 

◆ 災害に強

災害に強

策の検討

ある鉄道

が重要で

☆鉄道

方向

背

害に強い

震災では、首

代替経路の確

けた都市づ

重要であると

（1995）年の

平成 23（20

脚や駅舎など

防災計画震災

の発生箇所数

 

難者対策とし

施設の確保に

供も行ってい

交通局では、

その映像を

年では、１時

土砂崩壊など

の鉄道網は、

って横浜駅が

ての魅力向上

り」を進める

や商業地等の

は、帰宅困難

とが必要であ

の情報提供用

者もある。 

強い移動サー

強い移動サー

討を進めると

道網」の形成

である。 

道のサービス

向性 

背景（現況

い移動サー

首都圏の多

確保など交通

くりを進める

と考えられる

の阪神大震災

11）年の東

どの耐震補強

災対策編（平

数）、鉄道事業

して、一斉帰

に取り組んで

いる。（「震災

バス・地下

を公開してい

時間に 50 ミリ

ど、これまで

横浜駅を中

が被災すると

上・災害時の

るため、「エ

の不特定多数

難者を段階的

ある。 

用ディスプレ

ービスの提供

ービスを提供

とともに、鉄

成、帰宅困難

⑥ 

ス 

況（事例）、

ービスの提

くの鉄道が運

通基盤整備の

るため、災害

る。 

災を受け、鉄

日本大震災で

強対策への投

平成 25 年３月

業者ごとの施

帰宅の抑制を

でいる。また

災時安全ハン

下鉄を利用の

いる。 

リメートル以

での想定を超

心として放射

とその影響は

の安全性確保

キサイトよこ

数の利用者が

的に誘導でき

レイを活用し

供 

供するために

鉄道ネットワ

難者対策など鉄

災害に強

課題等）

３３ 

提供 

運休したため

の重要性が再

害時にも対応

鉄道事業者で

で一部路線が

投資を行って

月）では、鉄

施設の耐震性

を周知すると

た、一時滞在施

ンドブック」

際に津波等が

以上の降雨観

超える災害も

射状の形態

は広範囲とな

保などの課題

こはま２２

が集まる都心

るよう駅及び

し、災害時等

に、鉄道施設の

ワークの構築

鉄道駅の拠点

 

強い移動サ

めに多くの帰

再認識された

応できる補完

は耐震対策に

が被災し、災

ている。 

鉄軌道施設の

性や整備計画

ともに、民間

施設の検索シ

等を配布し

が発生した場

観測回数が増

発生してい

となっている

なる可能性が

を解消し「国

（横浜駅周辺

心部の駅や複

び駅周辺施設

等にテレビ放送

の耐震補強や

築による「補完

点性向上や駅

ービスの提

帰宅困難者が

た。経済的・

完性・代替性

に積極的に取

災害に強い鉄

の被害想定

画（主な耐震

間の建物を含

システムや徒

ている鉄道事

場合の対応に

増加している。

る。 

ることから、

ある。国際化

国際都市の玄

辺大改造計画

複数路線が接

設が連携して

送（ニュース

や大規模災害

完性・代替性

駅周辺のまち

提供 

が発生し、防

・物的な被害

性のある鉄道

取り組んでき

鉄道づくりを

（鉄道の被害

震強化の取組

含めた駅周辺

徒歩帰宅支援

事業者もある

について津波

。線路の冠水

自然災害（内

化への対応

玄関としてふ

画）」を策定

接続する乗り

て一時滞在施

ス放映）を行

害発生時の輸

性（リダンダ

ちづくりに取

防災・減災対

害を 小化す

道ネットワー

きた。ＪＲ東

を進めるため

害箇所数、駅

組）を記載し

辺における一

援マップ等の

る。） 

波避難訓練を

水などの他、

内水、外水）

・環境改善

ふさわしいま

した。 

り換え駅等に

施設等を確保

行っている鉄

輸送障害抑制

ダンシー）の

取り組むこと

対

す

ー

東

め

駅

し

一

の

を

・

ま

に

保

鉄

制

の

と



 

⑦ 誰

これまで

づいて駅あ

く」という

続して整備

 

 

【バリアフ

□ 横浜市で

由に行動

事業者、

□ 「高齢者

れまでに

ている地

□ 市内では

内にエレ

今後ＪＲ

が予定さ

の対応や

複数の改

ター・エ

段差・勾

全ての行

ー化の検

られる。

□ 鉄道事業

を目指し

ッフを配

□ 市営地下

くするな

 

 

 

◆ 誰もが利

鉄道やバ

おけるさ

よりシー

☆駅の

方向

背

誰もが利用

「高齢者、障

るいは車両等

ユニバーサル

・改善してい

リー化】 

では「横浜市

動し、あらゆ

横浜市が協

者、障害者等

に市内の 14

地区において

は、概ね９割

レベーターが

Ｒ関内駅、菊

されている。

や利便性向上

改札に対応し

エスカレータ

勾配の解消な

行程における

検討が必要で

 

業者は、誰も

して、ユニバ

配置している

下鉄グリーン

など、誰もが

利用しやすい

バス、自動車

さらなるバリ

ームレスな移

⑦ 

のサービス 

向性 

背景（現況

用しやすい

障害者等の移

等のバリアフ

ルデザインの

いくことが重

市福祉のまち

ゆる分野の活

協働して、様

等の移動等の

地区におい

て、重点的か

割の駅で改札

が設置され、

菊名駅で整備

。高齢社会へ

上のためには

したエレベー

ターの設置や

など、移動の

るバリアフリ

であると考え

もが使いやす

バーサルデザ

る鉄道事業者

ンラインは、

がよりスムー

い駅への改善

車、自転車な

リアフリー化

移動を実現す

誰もが利

況（事例）、

い駅への改

移動等の円滑

フリー化に取

の考え方を踏

重要であると

ちづくり条例

活動に参加す

様々な取組を

の円滑化の促

てバリアフ

かつ一体的に

札

、

備

へ

は、

ー

や

の

リ

え

すい、移動し

ザインを積極

者もある。

ホームと車

ーズに移動で

善（バリアフ

など様々な交

化を図るとと

するためのハ

利用しやす

課題等）

３４ 

改善 

滑化の促進に

取り組んでき

踏まえ、連続

と考えられる

例」を制定し

することがで

を進めている

促進に関する

リー基本構想

にまちのバリ

しやすい、わ

極的に採用し

車両の段差や

できるよう工

フリー化）

交通手段の結節

ともに、ユニバ

ハード面、ソ

い駅への改

出典

に関する法律

きたが、「どこ

続した移動環

る。 

、全ての人が

きる福祉の

。 

る法律」（通称

想を策定し、

アフリー化

わかりやすい

ている。改札

隙間、エレベ

工夫している

節点である駅

バーサルデザ

ソフト面の対

改善（バリ

典：横浜市道路

律（通称：バ

こでも・誰で

環境をハード

が安心して生

まちづくりを

称：バリアフ

市民がよく

を進めてい

い、人にやさ

札付近に案内

ベーターとの

。 

駅においては

ザインの考え

策に取り組む

アフリー化

路局ホームペー

バリアフリー

でも・自由に

ド・ソフトの

生活し、自ら

を進めるため

フリー法）に

く利用する施

る。 

しい施設（

内業務を専門

の隙間をでき

は、移動の全

え方を積極的

むことが重要

化） 

ージ 

法）」等に基

に・使いやす

の両面から継

らの意思で自

め、市民、各

に基づき、こ

施設が集まっ

車両も含む）

門に行うスタ

きるだけ小さ

全ての行程に

的に取り入れ

要である。

基

す

継

自

各

こ

っ

）

タ

さ

に

れ、



 

⑧ 安

転落事故

利用できる

 

 

【ホームで

□ 鉄道事業

近年では

にステッ

入口に線

□ 首都圏に

っている

□ 「ヨコハ

アの設置

□ 現在横浜

東急目黒

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 設置コス

る。相鉄

ムドア」

武新宿線

□ 東京メト

乗降の際

 

 

 

◆ 安心して

さらなる

など）の

への転落

☆駅の

方向

背

安心して利

や触車事故の

ようになり、

の安全性の確

業者は、ホー

は、ホーム内

ッカーを表示

線路に平行す

における利用

る一方で、改

ハマｅアンケ

置を求める意

浜市内では、

黒線日吉駅、

ストにかかわ

鉄いずみ野線

を約１年間

線、東急田園

トロでは、ホ

際の踏み外し

て利用できる

る安全性の向

の設置促進に

落についての

⑧ 安心

のサービス 

向性 

背景（現況

ブ

利用できる

の防止等さ

、鉄道を利用

確保】 

ームから線路

内方を示す線

示するなど、

する柵などを

用者の意識と

改善してほし

ケート（平成

意見が多く寄

市営地下鉄

東海道新幹

わる課題を解

線弥生台駅で

間にわたり設

園都市線でも

ホームドアの

しや転落を防

る駅への改善

向上のために

に取り組むこ

の注意喚起な

心して利用

（事例）、

ブルーライン可

る駅への改

らなるホーム

用する機会の

への転落に

線状の突起（

利用者への

を設置し、ホ

としては、エ

しい項目とし

成 25 年 10 月

寄せられた。

鉄（ブルーライ

幹線新横浜駅

解決するため

では、平成 2

設置し、実際

も試験を行っ

の設置にあわ

防止する設備

善（ホームで

に、国や自治

ことが重要で

など、利用者

用できる駅へ

課題等）

可動式ホーム柵

３５ 

改善 

ムでの安全性

の増加につな

よる人身事故

（内方線）が

の注意喚起を

ホームの傾斜

エレベーター

して「駅にお

）」では、主

 

イン、グリー

駅（一部）で

め、新たなホー

25 年 10 月 2

際に使用する

っている。

わせ、曲線ホ

備として可動

での安全性の

治体、鉄道事

である。また

者へのマナー

への改善

柵 

性の確保によ

ながると考え

故を防ぐため

ある誘導ブ

行っている。

斜が原因とな

・エスカレー

おけるホーム

主に 70 代以上

ーンライン）及

で可動式ホー

ームドア等の

7 日から、下

中で安全性や

ホームなどで

動ステップを

の確保） 

業者の協力の

、ホーム上で

ー啓発にも取

（ホームで

グリー

よって、全て

えられる。 

め、非常停止

ロックへの更

。また、ホー

る転落事故

ーターの設置

ドア等の設

上の回答者か

及び金沢シー

ム柵が設置

の実用化に向

下りホームに

や耐久性の検

でホームと車

設置してい

のもとホーム

での列車との

り組むことが

の安全性の

ーンライン可動

ての人が安心

止ボタンを設

更新（交換）

ーム上のエレ

故の防止にも努

置について満

設置」があげ

からホーム柵

ーサイドライ

されている。

向けた試験が

に１両分の

検証を行う。

車両の間隔が

る。 

ムドア（可動

の接触やホー

が重要である

の確保） 

動式ホーム柵 

心して鉄道を

置している。

や、ホーム

レベーター出

努めている。

満足度が高ま

られている。

柵・ホームド

インの全駅、

。 

が始まってい

「昇降式ホー

この他、西

広い場所に、

動式ホーム柵

ームから線路

る。

を

。

ム

出

。 

ま

。 

ド

い

ー

西

、

柵

路



 

⑨ 利

多くの人

くことが期

便性・快適性

 

 

【駅機能の高

□ 商業施設

して集い

につなが

□ 横浜市交

しスペー

□ 「ヨコハ

ンビニ、

ナー等の

□ 国土交通

活用して

高度化

□ ＪＲ関内

業費補助

地元、鉄

れる「Ｊ

事業主体

駅周辺の

新設、改

により、

アフリー

向上を図

すること

る。 

 

 

 

◆ 利便性

「鉄道駅

ーズを踏

いまちの

☆駅の

方向

背

利便性・快

が行き交う駅

待されてい

性を高めるこ

高度化】 

設や医療施設

いの場を提供

がっている事

交通局では、

ースでは、各

ハマｅアンケ

スーパー、

の公共施設」

通省では、「

て、既存の鉄

（コミュニテ

内駅では、「

助（連携計画

鉄道事業者、

ＪＲ関内駅北

体となり、駅

の段差解消

改札口の移設

円滑な旅客

ー化等、鉄道

図るとともに

とにより、駅

・快適性の高

駅を中心とし

踏まえた様々

の実現に取り

⑨ 

のサービス 

向性 

背景（現況

快適性の高

駅を「単なる

る。沿線人口

ことが重要で

設などと一体

供するなど、

事例がある。

市営地下鉄

各種商品サー

ケート（平成

本屋等の物

を求める意

地域公共交

鉄道駅の改良

ティ・ステー

「鉄道駅総合

画事業）」を活

横浜市等で

北口整備協議

駅改良事業を

やエレベー

設等を実施す

客流動の確保

道利用者の利

に、保育施設

駅機能の高度

高い駅への改

したコンパク

々な施設や地

り組むことが

利便性・快

況（事例）、

高い駅への

る通過点」で

口や交流人口

であると考え

体となった駅

駅の新しい

 

鉄の駅構内コ

ービスの紹介

成 25 年 10 月

物販店舗」、「

意見が多く寄

通の活性化及

と一体的に地

ーション化）

合改善事

活用し、

で構成さ

議会」が

を行う。

ーターの

すること

保やバリ

利便性の

設を整備

度化を図

改善（駅機能

クトな市街地

地域特性に応

が重要である

快適性の高

課題等）

３６ 

の改善 

ではなく、多

口の増加、さ

えられる。

駅の整備や、駅

い利用方法に

ンコースを

介、サンプリ

）」では、駅

「銀行、郵便局

寄せられた。

及び再生に関

地域のニーズ

を図る事業

能の高度化）

地」の形成を

応じた機能を

る。

高い駅への

多様な機能の

さらには鉄道

駅構内に多目

取り組み、利

時間貸しスペ

ング、展示

駅構内及び周

局等の金融サ

 

関する法律」

ズにあった生

業に対し、そ

 

目指すため

を集積するこ

改善（駅機

の集積により

道需要を確保

目的室等の共

利便性の向上

ペースとして

会、物販催事

周辺にあって

サービス施設

に基づく総

生活支援機能

の費用の一部

に、駅の拠点

とにより、誰

 

機能の高度

出典：横

り駅空間を高

保するために

共同利用スペ

上とともに地

て提供してい

事などが可能

てほしい施設

設」、「行政サ

総合連携計画

能を有する鉄

部を補助して

点性を活かし

誰もが快適で

化） 

横浜市都市整備

高度化してい

にも、駅の利

ペースを設置

地域の活性化

いる。時間貸

能である。

設として、「コ

サービスコー

画の枠組みを

鉄道駅空間の

ている。 

し、利用者ニ

で暮らしやす

備局資料 

い

利

置

化

貸

コ

ー

を

の

ニ

す



 

⑩ 駅

今後の人

る新駅の設置

を図り、鉄道

 

 

【コンパク

□ 交通の円

上」及び

のエネル

効率化を

せて、こ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【拠点性の

□ これまで

地の開発

体的に行

える機能

暮らす利

□ 都心部に

 

 

 

◆ 駅周辺の

鉄道駅周

ス施設、

交通ネッ

⑩ 

☆鉄道

方向

背

駅周辺のま

口減少社会や

置においては

道駅を中心と

トな市街地形

円滑化や生活

び都心やその

ルギー効率化

を図ることに

これらにより

向上】 

では、まず鉄

発を行い、さ

行ってきた。

能が集積した

利便性の良い

においては市

のまちづくり

周辺において

福祉施設、

ットワークの

駅周辺の

道とまちのつ

向性 

背景（現況

まちづくり

やさらなる少

は、駅機能の

としたコンパ

形成】 

活圏の中心で

の周辺部等へ

化を促すとと

により「低炭

り、災害時に

鉄道事業者が

さらに、駅と

交通施策と

た魅力的な拠

いまちづくり

市域の活力源

りとの連携

て、圏域の人

医療施設、

の主要な拠点

まちづくり

つながり 

況（事例）、

りとの連携

少子高齢化を

の高度化や駅

パクトな市街

である駅周辺

への居住機能

ともに、過度

炭素社会」を

にも自立性の

が郊外に鉄道

住宅地を結

連携しつつ

拠点を形成す

りが必要であ

源として必要

（コンパクト

人口規模や人

集合住宅等

点においては

りとの連携

課題等）

出

３７ 

携 

を踏まえると

駅前広場の整

街地を形成す

辺の商業・サ

能の誘導によ

度に自動車に

目指すとい

の高い地域を

道路線を敷設

結ぶバスを走

つ、駅周辺にお

するとともに

ある。 

要な機能をさ

トな市街地形

人口構成等に

等）と基盤整備

は、さらなる

（コンパク

出典：横浜市都

と、既存鉄道

整備・改善な

することが重

ービス機能充

る「職住近接

依存せず、都

う観点を重視

を形成するこ

し、同時に沿

らせるなど、

おいて商業や

に、駅から歩い

らに集積す

形成・拠点性

応じた機能集

備を図るこ

る機能集積・

クトな市街

都市計画マス

道駅周辺の再

など、駅周辺

重要であると

充実などの

接」や集約化

都市活動にお

視したコンパ

とが可能とな

沿線の土地を

、鉄道整備と

やサービスな

いて移動でき

るなど、拠点

性の向上） 

集積（商業

とが重要であ

拡充に取り

地形成・拠

タープラン（

再開発や新線

辺のまちづく

と考えられる

「市民の生活

化による業務

おける移動の

パクト化を推

なる。 

を購入して住

と沿線のまち

など多様な日

きる範囲に多

点性の向上が

・業務施設、

ある。また、

組むことが

拠点性の向

平成 25 年３月

線整備におけ

くりとの連携

。 

活利便性の向

務・家庭部門

のエネルギー

推進する。併

住宅地や商業

ちづくりを一

日常生活を支

多様な世代が

が必要である

行政サービ

都心部など

重要である。

上） 

月） 

け

携

向

門

ー

併

業

一

支

が

る。 

ビ

ど

。



 

⑪ 鉄

拠点間を結

との「結節

交通の実現」

 

 

【駅前広場の

□ 端末交通

確保、利

□ 駅前広場

されてい

場（交通

は、半数

□ 横浜市に

駅とのア

【情報提供】

□ 結節点に

に適時

□ 「ヨコハ

善要望と

手段への

□ 近年では

ができる

ィスプレ

□ バスの運

東急バス

７社でバ

か」、「今

□ また、横

横浜開催

 

 

 

◆ 鉄道とバ

鉄道と他

開発や新

など、端

⑪ 

☆鉄道

方向

背

鉄道とバス

結ぶなど基幹

点である駅」

」を図ること

の整備】 

通の利用動向

利用者への案

場は、市街地

いる他、鉄道

通広場）が整

数以上の駅で

における「コ

アクセス性向

】 

における乗り

・適切に提供

ハマｅアンケ

として、「駅

の乗り継ぎの

は、携帯端末

るようになり

レイなどの映

運行状況を提

ス、小田急バ

バスロケーシ

今どの位置を

横浜市では、

催を契機に国

バス等との乗

他の公共交通

新駅設置の際

端末交通の利

鉄道とバ

道とまちのつ

向性 

背景（現況

ス等との乗

幹的な役割を

」における乗

とが重要であ

向などに応じ

案内表示など

地再開発事業

道事業者主体

整備されてお

で駅前広場が

コンパクトな

向上のため、

り換え利便性

供するととも

ケート（平成

駅から発車す

の案内表示を

末等で鉄道・

り、利便性が

映像表示装置

提供するシス

バス、神奈川

ションシステ

走行してい

「公共サイ

国際都市戦略

乗り換え利便

通機関（バス

際には、より

利用動向など

バス等との乗

つながり 

況（事例）、

乗り換え利

を果たす鉄道

乗り換え利便

あると考えら

じた駅前広場

ど、駅前広場

業、土地区画

体による整備

おり、東日本

が整備されて

な市街地」の

駅前広場や

性の向上のた

もに、情報の

成 25 年 10 月

るバスの運行

をわかりやす

バス等双方

が高まってい

置、電子掲示

ステムとして

川中央交通、

テムが導入さ

るか」などを

ン」に対する

略の一環とし

便性の向上

ス等端末交通

シームレス

どに応じた駅

乗り換え利

課題等）

３８ 

利便性の

道と、鉄道駅

便性の向上に

られる。 

場の整備と、

場の適切な整

画整理事業、

備・改良も行

本旅客鉄道、相

ている。 

形成を進め

や駅へのアク

ためには、ハ

の相互提供な

月）」では、鉄

行状況がわか

すくしてほし

方の時刻表や

いる。また、

示板）を活用

て、横浜市内で

川崎鶴見臨

されている。

を調べること

るガイドライ

して公共サイ

（駅前広場の

通）との円滑

な乗り換えが

駅前広場の整

利便性の向向上 

駅からさらに

により、横浜

よりシームレ

整備を図るこ

街路事業、

行われている

相模鉄道、東

るうえで、駅

セス道路等

ード面の整備

などソフト面

鉄道と他の交

かるようにし

しい」との意

駅構内図、駅

駅構内におい

用した情報提

で運行するバ

港バス、フジ

このシステ

とができ、利用

インを策定し

ンの多言語

の整備・情報

な乗り換えを

が可能となる

整備に取り組

上（駅前広

に目的地等へ

浜市が目指す

レスな乗り換

とが必要であ

駅まで 15 分

。横浜市内

東京急行電鉄

駅から離れた

を整備する必

備だけではな

の改善を図

交通手段との

してほしい」

見が多く寄せ

駅前広場の状

いて、デジタ

供を行ってい

バス事業者 1

ジエクスプレ

ムにより、

用者の利便性

しており、羽

化等に取り組

報提供） 

を実現するた

る動線の確保

むことが重要

広場の整備

へ向かうバス

す「誰もが移

換えが可能と

ある。 

分道路整備事

157 駅中 82

鉄、横浜市交

た大規模団地

必要がある。

なく、運行情

ることが必要

の乗り継ぎに

、「駅改札か

せられた。 

状況について

タルサイネー

いる事例もあ

10 社のうち、

レス、横浜市

「あと何分で

性向上に寄与

羽田空港の国

組んでいる。

ために、既設

保や利用者へ

要である。 

・情報提供

ス等端末交通

移動しやすい

となる動線の

事業等で整備

2 駅で駅前広

交通局の駅で

地や住宅地と

。 

情報を利用者

要である。

についての改

から他の交通

て調べること

ージ（液晶デ

ある。 

、相鉄バス、

市交通局の計

でバスが来る

与している。

国際化、APEC

。 

設駅周辺の再

への案内表示

供） 

通

い

の

備

広

で

と

者

改

通

と

デ

計

る

 

C

再

示



 

⑫ 環

エネルギー

上を図り、過

えられる。 

 

 

【低炭素化】

□ 地球環境

化炭素

□ 「都市の

的な方針

新設・変

されてい

□ 横浜市は

いる。低

り、自動

向上など

政を担う

□ 鉄道は、

負荷の少

関係者に

□ 鉄道自体

換えを進

【モビリテ

□ 「横浜都

整備」と

「過度に

態」へと

□ 横浜市で

ぶ授業を

 

 

 

◆ 環境にや

都市の低

心とした

トに取り

⑫ 環

☆鉄道

方向

背

環境にやさ

ー効率のよ

過度な自動車

】 

境に対する危

・窒素酸化物

の低炭素化の

針の中では公

変更や鉄軌道

いる。 

は平成 23 年

低炭素都市を

動車・鉄道等

ど、様々な関

う自治体とし

１人を１k

少ない交通機

による鉄道活

体においても

進めている。

ィマネジメン

都市交通計画

とともに、「マ

に自動車に頼

と少しずつ変

では平成 24

を、小学校の

やさしい公共

低炭素化を目

た取組だけで

り組むことが

環境にやさ

道とまちのつ

向性 

背景（現況

さしい公共

い低炭素型の

車利用から鉄

危機意識や身

物・粒子状物

の促進に関す

公共交通機関

道の整備等に

年 12 月に「環

を目指すうえ

等の交通車両

関係者が協力

して、鉄道事

m運ぶ際の二

機関である。旅

活用のさらな

も低炭素化の

 

ント】 

画」（平成 20

マイカーから

頼る状態」か

変えていくモ

年度から、電

の高学年を対

共交通の利用

目指し、運輸

ではなく、利

が重要である

さしい公共

つながり 

況（事例）、

共交通の利

の都市づくり

鉄道・バス等

身近な環境へ

物質は大きな

する法律」（略

関の利用促進

により、公共

環境未来都市

えで、CO2 排出

両自体の低炭

力し、総合的

事業や公共交

二酸化炭素排

旅客輸送だけ

なる拡大が求

の推進が重要

0年３月）で

ら公共交通へ

から「公共交通

モビリティマ

電車・バス

対象に実施し

用促進（低炭

輸部門から排

利用者の意識

る。 

交通の利用

課題等）

３９ 

利用促進

りを進めるう

等公共交通へ

への市民の関

な社会問題と

略称：エコま

進のための施

共交通機関の利

市」に選定さ

出量の約 20％

炭素化や、低炭

的に取り組む

交通利用の促

排出量が自動

けでなく、貨

求められる。

要であり、鉄

では、「移動の

への転換の促

通や徒歩な

マネジメント

・クルマ・自

している。

炭素化・モビ

排出される二

識向上による

用促進（低

うえで、公共

への利用転換

関心が高まる

なっている

まち法）が平

施策の方向性

利便性向上を

され、「低炭素

％を占めてい

炭素な交通イ

ことが重要

促進などに取

動車（乗用車

貨物輸送でも

 

道事業者は、

の円滑化に向

促進」を政策

どを含めた多

に取り組ん

自転車等の交

ビリティマネ

酸化炭素を抑

公共交通利用

炭素化・モ

共交通のサー

換を促進する

中で、運輸部

。 

平成 24 年 12

性が示され、

を推進するこ

素交通プロモ

いる運輸部門

インフラの整

である。横浜

り組んでい

車）に比べて

も鉄道が果た

、より省エネ

向けた体系的

策目標の一つ

多様な交通手

でいる。 

交通手段と地

ジメント） 

抑制するため

用促進など、

モビリティ

ービス水準や

ることが重要

部門から排出

2 月に施行さ

この中で、

ことが重要で

モーション」

門の低炭素化

整備、交通利

浜市では、交

る。 

て１/９程度で

たしている役

ネルギーな車

的な交通ネッ

つに掲げてい

手段を適度に

地球温暖化と

 

めには、交通

、モビリティ

マネジメン

や利便性の向

要であると考

出される二酸

された。基本

「バス路線の

である」と示

を実施して

化は重要であ

利用者の意識

交通・環境行

であり、環境

割は大きく、

車両への置き

ットワークの

る。そこで、

に利用する状

との関係を学

通事業者を中

ィマネジメン

ント） 

向

考

酸

本

の

示

て

あ

識

行

境

、

き

の

、

状

学

中

ン



 

⑬ 都

都市として

特に横浜都

を支える交通

 

 

【回遊性の

□ 横浜は、

市でもあ

ＩＣＥ誘

る誘致を

□ 横浜都心

る。現在

ＪＲ根岸

□ 横浜都心

よる利便

超小型Ｅ

向上を目

 

 

 

 

 

 

□ 横浜市の

界遺産と

急東横線

とのアク

れる観光

 

 

 

◆ 都市観光

横浜市は

れている

ラの整備

勝手の良

☆鉄道

方向

背

都市観光を

ての国際競争

心部では、国

通インフラの

向上】 

横浜港を有

ある。現在、

誘致・開催支

を進めている

心部では、み

在でも、みな

岸線、市営地

心エリアでは

便性の向上な

ＥＶ（電気自

目的としたコ

の周辺には、

として登録さ

線、東京メト

クセスが向上

光客数の増加

光を支える交

は、羽田空港

る。都市の魅

備（新たな交

良い、多様な

⑬ 都

道とまちのつ

向性 

背景（現況

を支える交

争力をさらに

国際都市横浜

の整備が重要

有する首都圏

我が国では

支援を促進す

る。 

みなとみらい

とみらい線や

地下鉄、みな

は、低炭素交

など）、横浜観

自動車）を活

コミュニティ

国内外に知

された富士山

トロ副都心線

上した。これ

加や宿泊客数

交通インフラ

港との近接性

魅力を 大限

交通システム

な交通手段の

都市観光を

つながり 

況（事例）、

交通インフ

に高めるため

浜の玄関口に

要であると考

圏の海の玄関

は積極的にイ

するとともに

い・中華街・

や周遊バス（

なとみらい線

交通の推進、

観光の振興

活用した大規

ィサイクル社

知名度の高い

山などの観光

線、西武池袋

れらの観光地

数の増加が期

ラの整備（回

性や全ての東

限に活かすた

ムの導入など

の提供に取り

を支える交通

課題等）

４０ 

フラの整備

めには、ＭＩ

にふさわしい

考えられる。

関口でもあり

ンバウンド観

に、国際的な

山下公園な

（あかいくつ

線の間を結ぶ

都市生活･移

（観光エリア

規模シェアリ

社会実験（平

い鎌倉や全国

光地がある。

袋線、東武東

地と連携した

期待される。

回遊性の向上

東海道新幹線

ためには、観光

ど）や公共サ

組むことが

通インフラ備 

ＣＥ・観光に

い魅力とにぎ

 

、また国際機

観光にも力を

交流促進や経

ど臨海部に魅

つ）などにより

ぶ交通が不足

移動のクオリ

ア間でのアク

ング実験（チ

平成 26 年度か

国有数の温泉

また、平成

上線の相互直

観光回遊ルー

 

上） 

が停車する新

光施設などを

インの多言語

が重要である

ラの整備（

に対応した機

ぎわいのある

機関や研究活

を入れている

経済活性化の

魅力的な観光

り回遊性の向

している。 

リティアップ

クセス性の向

チョイモビヨ

から本格実施

地である箱根

25 年３月に

直通運転が開

ートを確立す

新横浜駅があ

を連絡する回

語化など、誰

。

回遊性の向

機能強化が重

る都市空間の

活動の場が集

るが、横浜市

のため、観光

光施設が多く

向上が図られ

プ（移動手段

向上など）を

ヨコハマ）や

施予定）を行

根、平成 25

にはみなとみ

開始され、沿

することで、

あるなど、地

回遊性のある

誰もが分かり

向上） 

重要であり、

の形成、それ

集まる国際都

市としてはＭ

光客のさらな

く集まってい

れているが、

段の多様化に

を目的とした

や、回遊性の

行っている。

5 年６月に世

みらい線、東

沿線の観光地

横浜市を訪

地理的に恵ま

る交通インフ

りやすく使い

れ

都

Ｍ

な

い

に

た

の

 

世

東

地

訪

ま

フ

い



 

 

【コラム

都市づく

来にも増し

ける取組を

 また、「駅

づくりを進

 横浜市で

的なまちづ

様な手法に

(*)事業中

  市街地

  土地区

 

【都心部（

■エキサイ

 国際化へ

際都市の玄

12 月に策定

魅力に満ち

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ム】駅と駅

りの目標に

して駅の拠点

を促し、誰も

駅の価値」を

進める必要が

では、これま

づくりに取り

による駅周辺

中地区（平成

地再開発事業

区画整理事業

（横浜駅周辺

イトよこは

への対応・環

玄関口として

定された。横

ちた、安全で

駅周辺のま

に掲げる「鉄

点性を活かし

もが安全・安

を向上させる

がある。 

までも「市街

り組んできて

辺の拠点再生

25 年７月現

業：長津田駅

業：戸塚駅前

辺地区）にお

はま２２（横

環境問題・駅

てふさわしい

横浜駅周辺

で誇れるまち

 

まちづくり

鉄道駅を中心

し、利用者ニ

安心・快適に

るとともに、

街地再開発事

ている。引き

生や新たな拠

現在） 

駅北口、北仲

前地区中央、

おける事例】

横浜駅周辺

駅としての魅

いまちづくり

が、世界の人

ち、となるた

４１ 

り  

心としたコン

ニーズを踏ま

に利用できる

、それぞれ

事業」や「土

き続き事業中

拠点再生手法

仲通南、横浜

金沢八景駅

 

辺大改造計画

魅力向上・災

り」を進める

人々の交流

ための新たな

ンパクトな市

まえた各種施

るような鉄道

の地域（エ

土地区画整理

中地区(*)等

法の検討に取

浜山下町、日

駅東口、北仲

画） 

災害時の安全

るための指針

拠点となり

なまちづくり

市街地」の

施設・機能

道駅への改良

リア）に応

理事業」等

の着実な推

取り組む必要

日ノ出町駅前

仲通北 

全性確保など

針となる計画

、国際都市

りを進めてい

の形成を目指

能の集積など

良が重要で

応じた駅と駅

等により、総

推進を図ると

要がある。 

前 A、二俣川

どの課題を解

画として、

市の玄関口に

いる。 

指す中で、従

ど多方面にお

ある。 

駅周辺のまち

総合的・計画

とともに、多

川駅南口 

解消し、「国

平成 21 年

にふさわしい

従

お

ち

画

多

国

年

い



☆

☆

①

②

③

④

⑤

⑥

 

２ 重点

 

■ 「鉄道

役割を果た

「駅の拠

通基盤へ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆鉄道ネット

☆鉄道のサー

【鉄道を軸

より充実

【拠点間を

・神奈川東

・高速鉄道

 横浜環状

【広域的な

・羽田空港

・新幹線駅

①都市構造の

②利便性の高

③広域交通ネ

④安全で安定

⑤快適な移動

⑥災害に強い

点的取組 

を軸とした交

たし、さらに

点性向上やま

の対応につい

トワーク 

ービス 

軸とした交

実した鉄道

を結ぶ路線

東部方面線

道３号線の

状鉄道等の

な交通基盤

港アクセス

駅アクセス

今回「取組の

の変化を促す

高い移動サー

ネットワーク

定した移動サ

動サービスの

い移動サービ

交通体系」に

に発展してい

まちづくり

いて、取組の

 

交通体系

道ネットワー

線の整備】 

線の整備推進

の延伸、 

の事業化検討

盤への対応】

スのさらなる

スのさらなる

の方向性」を示

す鉄道ネット

ービスの提供

クへのアクセ

サービスの提

の提供 

ビスの提供 

についての 1

いくための重

との連携」と

の方向性を示

系の方向性

ークの構築

進（事業中

討 

】 

る強化 

る強化 

重

示す範囲

トワークの構

供 

ス向上 

提供 

４２ 

13 の方向性

重点的取組を

とした。この

示した。 

☆駅

☆鉄

性】

 築

中）

重点的取

駅

【

・

・

・

・

構築

⑦誰

⑧

⑨

⑩駅

⑪鉄

⑫環

⑬都

を受け、横浜

を、「より充実

のうち、拠点

駅のサービス

鉄道とまちの

取組 

駅の拠点性

駅及び駅周

交通結節点

環境や観光

次世代につ

新たな拠点

今後も引

誰もが利用

安心して利用

利便性・快適

駅周辺のまち

鉄道とバス等

環境にやさ

都市観光を支

浜市が首都圏

実した鉄道ネ

点間を結ぶ路

ス 

のつながり 

性向上やま

周辺の機能

点としての

光など都市

つながる「

点再生手法

引き続き継続

しやすい駅へ

用できる駅へ

適性の高い駅

ちづくりとの

等との乗り換

しい公共交通

支える交通イ

圏の主たる一

ネットワーク

路線の整備と

まちづくり

能強化やまち

の駅改良と機

市の価値向上

「交通とまち

法の検討 

して取り組む

への改善 

への改善 

駅への改善 

の連携 

換え利便性の

通の利用促進

インフラの整

一員としての

クの構築」と

と広域的な交

との連携

ちづくり】

機能の強化

上への取組

ちの連携」

範囲

の向上 

進 

整備 

の

と

交

化

組



 

 

【コラム

 首都圏南

間鉄道事業

鉄道需要を

 

横浜市に

とした放射

都市の拠点

ひとつであ

ない。 

また、横浜

の拠点駅を

ある。それぞ

多くの場合

も 30 分程

は、拠点間

乗り継ぎを

い状況にあ

 

横浜線 

ム】首都圏

南西部におけ

業者（JR を

を確保すると

においては、

射状に整備さ

点とつながっ

ある新百合ヶ

浜駅から伸

を結ぶ鉄道は

ぞれの拠点

合横浜駅を経

程度を要して

を直接結ぶ

を要するなど

ある。 

武蔵

南

小田急線

圏南西部の

ける鉄道は、

除く）にお

とともに沿線

鉄道網は概

されてきてお

っているが、

ヶ丘とは直接

びる放射状

は十分とは言

点間を鉄道で

経由すること

ている。バス

ぶバス路線が

ど利便性が高

 図 横浜市に

鉄道のミ

（青矢印

蔵野線 
南武線 

線 

田園都市線 

の鉄道ネッ

概ね JR 山

おいては、沿

線の発展に効

概ね横浜駅を

おり、隣接す

川崎市の拠

接つながっ

状の各鉄道路

言えない状

で移動する場

とになり、い

スで移動する

がない区間も

高いとは言

における 

ミッシングリン

印） 

４３ 

ットワー

山手線の駅か

沿線の住宅地

効果を上げて

を中心

する各

拠点の

ってい

路線上

状況に

場合は、

いずれ

る場合

もあり、

言えな

ンク→ 

山手線 

ク  

から郊外に

地や商業地の

てきた。 

 

 一

の路

武蔵

その

線が

こ

東急

区間

 

 

 

 

 

← 図

向かって放

の開発を鉄道

方、首都圏

線をつなぐ

野線・南武

機能を担っ

がそれを補完

の中で、小

急田園都市線

については

図 首都圏南西

鉄道のミッ

放射状に伸び

道整備と一体

圏南西部に伸

ぐ環状方向の

武線、JR 横

っており、さ

完する形とな

小田急線新百

線あざみ野

は、整備され

西部における 

ッシングリンク

びている。民

体的に行い、

伸びる放射状

の鉄道は、JR

横浜線などが

さらに私鉄各

なっている。

百合ヶ丘駅と

駅をつなぐ

れていない。

ク（青矢印）

民

、

状

R

が

各

。 

と

ぐ

。 



 

（１）拠点

 

■ より充実

に、補完

必要があ

■ 都市計画

東部方面

貨物支線

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点間を結ぶ

実した鉄道ネ

完性・代替性

ある。 

画マスタープ

面線）の整備

線の旅客線化

ぶ路線の整備

ネットワーク

性（リダンダ

プランの「都

備を推進する

化等）につい

 

備 

クを構築する

ダンシー）の

都市交通の方

るとともに、

ては路線の役

図Ⅱ－９ 拠

４４ 

ることにより

ある鉄道網

方針図（鉄軌

計画路線（

役割、効果、

拠点間を結ぶ

、利便性の高

を形成し、災

軌道）」（P14 参

高速鉄道３号

事業性など

ぶ路線の整備

高い移動サー

災害に強い移

参照）に示す

号線の延伸、

を勘案し、取

備

ービスを提供

移動サービス

す整備予定路

、横浜環状鉄

取組の方向性

供するととも

スを提供する

路線（神奈川

鉄道、東海道

性を示した。

も

る

川

道

 



 

 

【コラム

 運輸政策

鉄・ＪＲ直

 

○路線概要 

相鉄・Ｊ

2.7km）

直通線は、

を新設し、

この路線

都心部が直

の減少な

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○整備効果 

 

ム】整備予

策審議会答申

直通線」及び

ＪＲ直通線は

を新設し、

、ＪＲ東日本

、この連絡線

線が整備され

直結し、広域

ど、鉄道の利

予定路線(

申第 18 号に

び「相鉄・東

は、相鉄本線

この連絡線を

本東海道貨物

線を利用し、

れ、相互直通
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ア 高速鉄道３号線の延伸（あざみ野～すすき野付近～新百合ヶ丘） 

 

【路線概要】 

・横浜市と川崎市の拠点を結び、広域的な首都圏の鉄道ネットワークの一翼を担う路線になる。 

・東京都心方面と神奈川県央部を結ぶ鉄道路線を短絡し、災害等による輸送障害発生時の代替経路が

確保される。 

・川崎市北部・多摩地域と横浜・新横浜を乗り換えなしでつなぐことにより、新幹線駅（新横浜）や

空港（羽田）へのアクセスが向上する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【整備による効果・影響】 

 

 

【将来の需要規模、概算事業費、収支採算性の試算】 

 需要規模は 45～53 千人／日となり、現在の相鉄いずみ野線と同規模と試算された。また、概算事業

費は概ね 1,300～1,500 億円、累積資金収支は 23～31 年目で黒字転換すると試算された。 

 

  

高速鉄道３号線の延伸

拠点間
アクセス

あざみ野～新百合ヶ丘　現状　　  31分（乗換２回）　[武蔵溝の口（南武線）経由]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※　参考　路線バス利用　約30分（乗継なし）
　　　　　　　　　　　　　　 整備後　  11分（乗換なし）　20分短縮

横浜都心
アクセス

新百合ヶ丘～横浜　　　 現状　　 　46分（乗換１回）　[町田（横浜線）経由]
 　　　　　　　　　 　　　 　整備後　   38分（乗換なし）　８分短縮

新幹線
アクセス

新百合ヶ丘～新横浜　　現状　　  35分（乗換１回）　　[町田（横浜線）経由]
 　　　　　　　　　　　　　  整備後　  27分（乗換なし）　８分短縮

その他
すすき野付近～渋谷　　現状　　  約40分（乗換１回）[あざみ野（東急田園都市線）経由]
　　　　　　　　　　　　　　 整備後    約30分（乗換１回）　約10分短縮

※効果として示した数値は需要予測条件及び結果を踏まえた試算値

期待される効果の例

鉄道ネットワークの拡充
　・速達性の向上
　・シームレス化

整備前 整備後 

＊前提条件に基づく試算であり、今後の社会状況などによって数値は変化する。

＊試算の前提条件については、参考資料参照 
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イ 横浜環状鉄道（日吉～鶴見、中山～二俣川～東戸塚～上大岡～根岸～元町・中華街） 

 

【路線概要】 

・市域の主要な生活拠点を結び、横浜市の鉄道ネットワークのより一層の充実が図られる路線である。 

・横浜駅を中心とした放射状の鉄道路線を短絡し、災害等による輸送障害発生時の代替経路が確保さ

れる。 

・市域の主要な生活拠点を乗り換えなしでつなぐことにより、人の流れの増加、業務圏・商圏の拡大

などが期待できる。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
【整備による効果・影響】 

 

 

【将来の需要規模、概算事業費、収支採算性の試算】 

横浜環状鉄道の全線が開業した場合のうち、新設区間の需要規模は、42～55 千人／日となり、現在

の相鉄いずみ野線と同規模と試算された。また、概算事業費は概ね 6,600～7,200 億円と試算された。

事業としての採算性を確保するためには、まちづくりや整備制度など事業性を高めるための方策をあ

わせて検討する必要がある。 

  

横浜環状鉄道

元町・中華街～根岸　現状　　28分（乗換１回）　　[横浜（根岸線）経由]
　　　　　　　　　　　　　 整備後　９分（乗換なし）　19分短縮

根岸～上大岡　　　　  現状　　24分（乗換１回）　[関内（ブルーライン）経由]
　　　　　　　　　　　　　 整備後　６分（乗換なし）　18分短縮
上大岡～東戸塚　　　 現状　　21分（乗換１回）　　[横浜（JR横須賀線）経由]
　　　　　　　　　　　　 　整備後　８分（乗換なし）　13分短縮
東戸塚～二俣川　　 　現状　　31分（乗換１回）　　[横浜（相鉄本線）経由]
　　　　　　　　　　　　　 整備後　９分（乗換なし）　22分短縮
二俣川～中山　 　　 　現状　　44分（乗換１回）　　[横浜（横浜線）経由]
　　　　　　　　　　　　　 整備後　11分（乗換なし）　33分短縮
日吉～鶴見　　　　　 　現状　　29分（乗換２回）　　[武蔵小杉（南武線）経由]
　　　　　　　　　　　　　 整備後　11分（乗換なし）　18分短縮

中央新幹線
アクセス

東戸塚～橋本　　 現状　　  約60分（乗換１回）　[横浜（横浜線）経由）
　　　　　　　　　　　整備後 　約50分（乗換１回）　[中山（横浜線）経由]　約10分短縮

羽田空港
アクセス

日吉～羽田空港　現状　　  約50分（乗換２回）　[横浜（京急線）経由]
　　　　　　　　　　　整備後    約40分（乗換２回）　[鶴見（京急線）経由]　約10分短縮

※効果として示した数値は需要予測条件及び結果を踏まえた試算値

期待される効果の例

鉄道ネットワークの拡充
　・速達性の向上
　・シームレス化

拠点間
アクセス

＊前提条件に基づく試算であり、今後の社会状況などによって数値は変化する。

＊試算の前提条件については、参考資料参照 
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あり、今後の社
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Ｂ 中山～二

【沿線の概況

①人口動態 

 沿線の夜

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②代表交通手

 沿線で発

自動車が

車の分担率

交通利用へ

 

③バス交通 

中山駅、

ぶバスが運

ぶバスは運

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考》【将

 中山～二

た、概算事

 

夜間人

【路線バス

系統：旭 1

運行本数：

     

     

二俣川間 

況】 

夜間人口は、

手段 

発生・集中す

も高く、横

率が高い。鉄

への転換が期

、二俣川駅と

運行されてい

運行していな

将来の需要規

二俣川間の需

事業費は概ね

口密度分布図

ス】 

11（相鉄バス）

：中山～（よこ

 終日 40 本

 ピーク時

、平成 42 年

する代表交通

横浜市全体と

鉄道の利便性

期待される。

と沿線の団地

いる。中山駅

ない。 

規模、概算事

需要規模は 2

ね 1,400～1,

 

図（平成 42

） 

こはま動物園）

本／日 

（7時～9時）

＊

＊

年にかけて減

通手段分担率

と比較しても

性向上による

 

地や住宅地等

駅と二俣川駅

事業費の試算

29～34 千人

,500 億円と

年推計値）

～鶴ヶ峰駅

 1～3本／時

＊前提条件に基

＊試算の前提条

５１ 

減少すると予想

率は、

も自動

る公共

等を結

駅を結

算】 

人／日となり

試算された。

夜間
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【沿線の概況
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 沿線の夜

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②代表交通手

 沿線で発

自動車が

車の分担率

交通利用へ

 

③バス交通 

 元町・中
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町・中華街
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《参考》【将

 元町・中

れた。また

 

夜間人

【路線バス
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運行本数：

     

     

中華街～根岸

況】 

夜間人口は、

手段 

発生・集中す

も高く、横

率が高い。鉄

への転換が期

中華街駅、根

バスが多く運

街駅と根岸駅
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将来の需要規

中華街～根岸
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口密度分布図

ス】 

（横浜市交通局

根岸～元町 

 終日 60 本

 ピーク時（
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、平成 42 年

する代表交通
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鉄道利便性の

期待される。

根岸駅と沿線

運行されてい

駅を結ぶバス

規模、概算事

岸間の需要規
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図（平成 42
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＊

＊
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通手段分担率

と比較しても

の向上による
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いる。また、
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事業費の試算
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あり、今後の社
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によって数値は

模と試算さ

年の比較）

は変化する。



 

ウ 東海

 

【路線概要

・京浜臨海

・東海道軸

確保され

・京浜臨海

など地域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【整備によ

 

 

 

 

 

 

【将来の需要

多くの

素が多いた

 

 

 

 

 

・ 多く

を進め

・ 引き

がら検

【取組の方

期

鉄道
　・速
　・シ

整

海道貨物支

】 

海部の各地域

軸が多重化さ

れる。 

海部と東京都

域の活性化が

る効果・影響

要規模、概算

自治体にまた

ため、確度の

の自治体に

ていく路線

続き、沿線

討を進める

方向性】 

期待される効果の

ネットワークの拡
速達性の向上
シームレス化

整備前 

線の旅客線

域を結ぶ新た

され、並行す

都心方面や横

が期待できる

響】 

算事業費、収

たがる長い路

の高い試算が

 

またがる長い

とする。 

自治体で構成

。 

例

拡充

桜木町～東

桜木町～浜

浜川崎～品

※数値につ

線化等（桜

たな鉄道ネッ

する鉄道路線

横浜都心方面

る。 

収支採算性の

路線であるこ

が困難な状況

い路線であり

成される「東

東京テレポート　現

浜川崎　　　　　　

品川　　　　　　　 

ついては東海道貨

５３ 

桜木町～浜川

ットワークを

線の混雑緩和

面を乗り換え

の試算】 

ことや沿線の

況である。

り、沿線の土

東海道貨物支

東海道貨

現状43分　→整備

現状29分　→整備

現状24分　→整備

貨物支線貨客併用

川崎～品川

を形成する路

和や災害等に

えなしでつな

の土地利用の
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Ⅲ おわりに 
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 今後の取組 

 

 次世代の総合的な交通体系の構築に向けた検討の中で、まず「鉄道」に着目し、「横浜市における鉄道

を軸とした交通体系」についてまとめた。この中で、「より充実した鉄道ネットワークの構築」と「駅の

拠点性向上やまちづくりとの連携」を重点的取組とした。 

「より充実した鉄道ネットワークの構築」では、現在事業中である神奈川東部方面線の整備を推進す

るとともに、計画路線である高速鉄道３号線の延伸や横浜環状鉄道等の事業化検討、羽田空港や新幹線

駅へのアクセス強化を示した。 

 「駅の拠点性向上やまちづくりとの連携」では、駅の改良や機能の強化、都市の価値向上、交通とま

ちの連携、新たな拠点再生手法の検討について、今後引き続き継続して取り組むことを示した。 

 

 

（１）鉄道ネットワークの構築（鉄道整備）について 

 

 鉄道整備は利用者負担が原則であるが、鉄道事業の公共性等を勘案すると、さらなる公的支援等を

行うことなど、財源の確保のための新たな整備制度の仕組みも検討する必要がある。今後、整備手法

の検討や事業化に向けた基礎的な調査を行い、関係機関との調整を進める必要がある。 

 

 一方で、鉄道事業の安定的な経営のためには、需要を確保していくことが重要である。そのために

は、沿線での開発（再開発）計画と十分な調整を行い、計画路線沿線の需要の把握に努める必要があ

る。また、沿線の道路整備を合わせて行うことにより、バス等端末交通との連携による駅へのアクセ

ス利便性を高めるなど、需要の喚起を図ることが必要である。 

 

 財源や需要の確保とともに、建設費や運営費などの支出を抑えることも、鉄道事業としての採算性

確保にあたっては重要である。したがって、需要等の精査により 適なルート・駅位置を選定するな

ど、施設の整備を必要 小限に抑え、建設費の低減を図ることが重要である。また、地元関係者など

の理解・協力を得られるように努め、工事の円滑化を図って建設期間を短縮することも、事業費の削

減のうえでは重要である。 
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（３）検討経緯 

 

平成 23 年 12 月 21 日 第１回次世代の総合的な交通体系検討会 

・横浜市の概況と上位計画 

・横浜市における鉄道の現状と近年整備済み３路線の概況 

・鉄道に関する市民アンケートの紹介 

 

平成 24 年 2 月 9 日 第１回ワーキング 

平成 24 年 4 月 17 日 第２回ワーキング 

 

平成 24 年 6 月 25 日 第２回次世代の総合的な交通体系検討会 

・近年整備済み３路線の整備効果の検証 

・将来を見据えた交通に関わる課題の整理 

・運輸政策審議会答申未着手路線の概要 

 

平成 24 年 8 月 20 日 第３回ワーキング 

平成 24 年 11 月 1 日 第４回ワーキング 

 

平成 24 年 12 月 27 日 第３回次世代の総合的な交通体系検討会 

・運輸政策審議会答申未着手路線の検討 

・中間まとめの構成案 

 

平成 25 年 2 月 8 日 第５回ワーキング 

 

平成 25 年 4 月 19 日 第４回次世代の総合的な交通体系検討会 

・運輸政策審議会答申未着手路線の検討 

・鉄道整備・交通体系の検討（概要） 

 

平成 25 年 8 月 2 日 第 6回ワーキング 

平成 25 年 11 月 18 日 第７回ワーキング 

 

平成 26 年 1 月 27 日 第５回次世代の総合的な交通体系検討会 

・鉄道整備・交通体系の方向性の検討（横浜市とりまとめ案） 

 

  



 

 
 

次世代の総合的な交通体系検討会 委員名簿 

 

議   長   屋 井 鉄 雄  東京工業大学大学院総合理工学研究科教授 

  委   員   岸 井 隆 幸  日本大学理工学部土木工学科教授 

    〃     羽 田 耕 治  横浜商科大学商学部貿易・観光学科教授 

  〃     村 木 美 貴  千葉大学大学院工学研究科教授 

  〃     田 邉 勝 巳  慶応義塾大学商学部准教授 

  〃     谷 口 綾 子  筑波大学大学院システム情報工学研究科准教授 

  〃     浅 羽 義 里  神奈川県県土整備局都市部長 

  〃     桑波田 一 孝  横浜市政策局政策担当部長 

         （征 矢 雅 和） 

  〃     黒 水 公 博  横浜市都市整備局都市交通部長 

      （渡 邊 圭 祐） 

（奥 山 勝 人） 

 

オブザーバー  清 水 喜代志  国土交通省都市局街路交通施設課長 

         （高 橋  忍 ） 

         （西 植  博 ） 

    〃     堀 内 丈太郎  国土交通省鉄道局都市鉄道政策課長 

    〃     上 野 賢 一  国土交通省関東地方整備局建政部長 

         （ 岡  哲 生） 

    〃     鈴 木 史 朗  国土交通省関東運輸局企画観光部長 

         （金 子 正 志） 

         （橋 本 亮 二） 

    〃     富 田 一 之  国土交通省関東運輸局鉄道部長 

         （段 原 二 郎） 

    〃     高 瀨 昭 雄  鉄道建設・運輸施設整備支援機構計画部長 

         （木 村  宏 ） 

    〃     伊 藤 紀 昭  横浜高速鉄道株式会社経営管理部長（第３回まで） 

         （円 谷 英 樹） 

    〃     村 田 守 廣  横浜市交通局建設改良室長 

         （大 西 順 一） 

 

  特 別 委 員   森 地  茂   政策研究大学院大学特別教授 

    〃     家 田  仁   東京大学大学院工学系研究科教授 

 

順不同、敬称略 

  事 務 局   横浜市都市整備局都市交通部都市交通課         （  ）内は前任者 

    〃     一般財団法人 運輸政策研究機構 

  



 

 
 

次世代の総合的な交通体系検討会 ワーキング委員名簿 

 

議   長   屋 井 鉄 雄  東京工業大学大学院総合理工学研究科教授 

  委   員   岸 井 隆 幸  日本大学理工学部土木工学科教授 

  〃     寶珠山 正 和  神奈川県県土整備局都市部交通企画課長 

       （三 枝  薫 ） 

  〃     鵜 沢 聡 明  横浜市政策局政策課担当課長 

  〃     佐 藤 正 治  横浜市建築局企画部都市計画課長 

  〃      乾   晋   横浜市道路局計画調整部企画課長 

       （秋 山 禎 治） 

  〃     鈴 木 智 之  横浜市都市整備局企画部企画課長 

       （鈴 木 健 一） 

  〃     隈 元 幸 治  横浜市都市整備局都市交通部都市交通課長 

（菅 沢 重 之） 

 

オブザーバー   東  智 徳  国土交通省都市局街路交通施設課企画専門官 

         （菊 池 雅 彦） 

    〃     二 井 俊 充  国土交通省鉄道局都市鉄道政策課企画調整官 

         （栗 原 弥 生） 

    〃     高 桑 圭 一  国土交通省鉄道局都市鉄道政策課駅機能高度化推進室長 

         （川 口  泉 ） 

    〃     能 勢 和 彦  国土交通省関東地方整備局建政部都市整備課長 

         （尾 上 佑 介） 

         （中 西 賢 也） 

    〃     榎 本 考 暁  国土交通省関東運輸局企画観光部交通企画課長 

         （荒 木 智 彦） 

    〃     岩 田 信 晴  国土交通省関東運輸局鉄道部計画課長 

         （兵 動 宜 久） 

    〃     山 﨑 敏 弘  鉄道建設・運輸施設整備支援機構東京支社計画部担当部長 

                  （鉄道建設・運輸施設整備支援機構東京支社計画部調査第一課長） 
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（２） 概算事業費の試算 

 

１）高速鉄道３号線の延伸 

・ 現在の高速鉄道３号線（市営地下鉄ブルーライン）と同様のシステムである普通鉄道を想定し

て試算した。 

・ 他路線を含む施工実績などをもとに、全線シールド工法の場合と、山岳工法を併用した場合で

試算した。 

 

２）横浜環状鉄道 

・ 全線が開業した場合の新設区間について、概算事業費の試算を行った。 

・ 元町・中華街～根岸間については、現在のみなとみらい線と同様のシステムである普通鉄道を

想定し、みなとみらい線の施工実績などをもとに試算した。 

・ 日吉～鶴見間、中山～根岸間については、現在の高速鉄道４号線（市営地下鉄グリーンライン）

と同様のシステムである小型鉄道（リニアメトロ）を想定し、グリーンラインの施工実績（高架

部を除く）などをもとに試算した。 

・ 全線シールド工法の場合と、山岳工法を併用した場合で試算した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

シールド機械（上）と完成後のシールドトンネル（下） 山岳トンネルの工事状況 

出典：鉄道・運輸機構ホームページ



 

 
 

 

 

（３） 収支採算性の試算 

 

・ 試算した需要規模及び概算事業費をもとに、収支採算性の試算を行った。 

・ 概算事業費が大きいケースについて、需要が大きい場合（基本ケース）と小さい場合（リスク

ケース）の試算を行った。 

・ 試算にあたっては、「地下高速鉄道整備事業費補助」の導入を想定し、補助率を 70％とした場合

の、累積資金収支の黒字転換に要する年数を試算した。 

  ※採算性については、概ね 30 年程度での黒字転換が目安となっている。 

・ 物価上昇等による運賃上昇は見込まないものとした。 

・ 計算期間内の設備投資は、車両更新のみとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

用語集 

 

【ア行】 

アクセス 
ある目的地へ移動するための経路や移動する行為のこと。複数の交通手段を利用する場合、

主な交通手段（例えば鉄道）に至るまでの交通を「アクセス交通」という。これとは逆に主

な交通手段の利用後に（例えば駅から）目的地に至るまでの交通を「イグレス交通」という。 

インフラ 
インフラストラクチャー（infrastructure）の略。交通施設（鉄道、新交通システム、道

路等）、上下水道、エネルギー関連施設、工業団地、農業漁業基盤施設、公園、住宅団地、教

育、文化、福祉厚生施設、河川・海岸などの国土保全施設などの総称。 

運輸政策審議会 
旧運輸省内に設置された審議会。運輸大臣の諮問を受け、2000（平成 12）年１月 27 日に

運輸政策審議会答申第 18 号「東京圏における高速鉄道を中心とする交通網の整備に関する基

本計画について」を答申した。 

エキサイトよこはま２２ 
横浜駅周辺大改造計画。更なる国際化への対応・環境問題・駅の魅力向上・災害時の安全

確保などの課題を解消し「国際都市の玄関口としてふさわしいまちづくり」を推進するため

の指針となる計画。 

営業キロ 
営業線の長さを示し、旅客を輸送する発着駅間のキロ数。 

 

【カ行】 

回遊性 
街を移動する人の流れのこと。都心部においては市民や来街者が、多様な目的を持って多

くの移動を可能にすることが、回遊性が高いといえる。そのためには、徒歩や自転車、公共

交通等の移動のしやすい交通環境が必要となる。 

環境負荷 
人が環境に与える負担のこと。単独では環境への悪影響を及ぼさないが、集積することで

悪影響を及ぼすものも含む。環境基本法では、環境への負荷を「人の活動により、環境に加

えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。」として

いる。 

環境未来都市（環境未来都市構想） 
国の「新成長戦略」（平成 22 年６月閣議決定）に位置付けられた、21 の国家戦略プロジェ

クトの一つ。いわゆる環境問題だけに限らず、超高齢化社会に対応し、かつ、都市の創造性

を発揮して活力を生み出す、バランスのとれた豊かな都市、すなわち「誰もが暮らしたいま

ち」「誰もが活力あるまち」を作り出すことを目指している。また、それらの成果を国内外に

向けて普及展開することで、経済の活性化につなげる。平成 23 年 12 月、横浜市は国から「環

境未来都市」として選定された。 

減災 
災害後の対応よりも事前の対応を重視し、できることから計画的に取り組んで、少しでも

被害の軽減を図るようにすること。（「減災のてびき（平成 21 年３月）」（内閣府）） 

東日本大震災後の復興構想会議（議長・五百旗頭〈いおきべ〉真防衛大学校長）が、津波

などの自然災害への向き合い方として「完全に封じる」との発想を転換し、被害を 小限に

抑える「減災」の理念を打ち出した。 



 

 
 

交通結節点 
異なる交通手段(場合によっては同じ交通手段)を相互に連絡する乗り換え・乗り継ぎ施設

のこと。交通結節点の具体的な施設としては、鉄道駅、駅前広場やバス交通広場などが挙げ

られる。 

交流人口 
当該地域に来訪する人々の総数のこと。 

高齢化率 
65 歳以上の高齢者人口の総人口に占める割合のこと。 

コミュニティサイクル 
誰もが手軽に利用しやすい都市型の自転車のレンタルシステム。ＩＴ技術を活用したセル

フ方式の貸出し返却システムを採用したレンタル拠点がきめ細かにあり、様々な人が手軽に

低料金で利用できる仕組み。ヨーロッパでは大都市から中小に至る都市で展開されており、

世界各地でその取組は注目されている。 

混雑率 
列車の混み具合を示す数値。「（輸送人員）÷（輸送容量）×100（％）」で算出される。 

 

【サ行】 

山岳工法 
山岳部において採用されるトンネル建設の工法で、一般に NATM（ナトム：New Austrian 

Tunnelling Method の略）と呼ばれる工法で施工される。吹付けコンクリートとロックボル

トを主な支保工とし、地山の持っている空洞保持能力を有効に活用してトンネルの安全を確

保する工法。都市部において通常採用されるシールド工法等と対比して使われる。 

市街化区域 
都市計画法第７条に規定される区域で、すでに市街地を形成している区域及びおおむね十

年以内に優先的かつ計画的に市街化をはかるべき区域のこと。 

市街化調整区域 
都市計画法第７条に規定される区域で、市街化を抑制すべき区域のこと。 

市街地再開発事業 
都市再開発法に基づき、市街地内の老朽木造建築物が密集している地区等において、細分

化された敷地の統合、不燃化された共同建築物の建築、公園、広場、街路等の公共施設の整

備等を行うことにより、都市における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を

図ることを目的とした事業のこと。 

シームレス化 
公共交通機関などの利用者が、複数の交通サービスを乗換えなどの抵抗がなく円滑に利用

できることをいう。 

シールド工法 
都市部に造られるトンネルを都市トンネルと呼ぶが、シールド工法は開削工法と並んで都

市トンネルの代表的な施工法である。シールドと呼ばれる円形の鋼製の筒で空洞を保持しな

がら、鋼製の筒の前面に取り付けたビット（地盤を掘削する刃物）で地山を掘削する工法の

こと。 

 

【タ行】 

代表交通手段 
一つのトリップでいくつかの交通手段を乗り換えた場合、その中の主な交通手段を代表交

通手段という。主な交通手段の集計上の優先順位は、鉄道、バス、自動車、二輪車、徒歩の



 

 
 

順としている。例）自宅から駅まで自動車で移動し、駅から鉄道で勤務先へ行く場合の代表

交通手段は「鉄道」となる。 

端末交通 
代表交通手段に対して、その交通手段に接続している他の交通手段のこと。例）代表交通

手段が鉄道の場合、出発地から鉄道駅、または鉄道駅から目的地までの利用交通手段を端末

交通という。 

地域交通（地域モビリティ） 
移動の利便性、移動のしやすさ。地域のモビリティの確保は、一人ひとりのアクティビテ

ィ（活動の質と量）を向上・拡大し、交流と連携を活性化することにより、「自立的な地域の

形成」にもつながる。人口が減り高齢化が進んでも、より多くの人が容易に移動でき、街を

出歩いたり社会参加することで人の活動がより活発になれば、地域の活力を維持することが

でき、病院などへのアクセスが容易になれば、より安心な社会が実現できる。このように「モ

ビリティの確保」は、住民一人ひとりの社会参加の機会を増やし、安心で活き活きとした社

会の形成のために必要かつ有効な施策の一つである。 

中央新幹線（リニア中央新幹線） 
中央新幹線は、全国新幹線鉄道整備法に基づく基本計画が決定されている路線であり、東

京都を起点として、甲府市付近、名古屋市付近及び奈良市付近を経て、大阪市を終点とする

延長約 500 キロメートルの新幹線。この路線に時速 500 キロメートルで走行する超伝導磁気

浮上式リニアモーターカーを導入し、東京・大阪間を約１時間で結ぶのが「リニア中央新幹

線」である。 

超高齢社会 
世界保健機関（ＷＨＯ）や国連の定義によると、65 歳以上人口の割合が 7％超で「高齢化

社会」、14％超で「高齢社会」、21％超で「超高齢社会」とされている。 

超小型ＥＶ 
超小型モビリティの電気自動車。「超小型モビリティ導入に向けたガイドライン/国土交通

省」では、「自動車よりコンパクトで小回りが利き、環境性能に優れ、地域の手軽な移動の足

となる１人～２人乗り程度の車両」を超小型モビリティと定義している。 

低炭素型都市づくり 
地球温暖化対策の観点から、中長期の温室効果ガス排出量を大幅に削減するための対策を

講ずる都市づくりのこと。そのためには、我が国の経済社会構造を変革し、低炭素社会を実

現することが必要である。都市・地域においても、公共交通の利用促進によるコンパクトシ

ティへの取組や、未利用エネルギーの活用、緑地の保全や風の通り道の確保などの自然資本

の活用等、都市・地域の構造そのものに影響を与える面的な対策を実施することにより、そ

れぞれの地域の特色を生かした低炭素型の地域づくりを進めることが求められている。 

都市計画道路 

都市計画法に基づいて、あらかじめルート・幅員などが決められた、都市の骨格となり、

まちづくりに大きく関わる道路のことであり、都市の将来像を踏まえて計画される。 

土地区画整理事業 
道路、公園、河川等の公共施設を整備・改善し、土地の区画を整え宅地の利用の増進を図

る事業。公共施設が不十分な区域では、地権者からその権利に応じて少しずつ土地を提供し

てもらい（減歩）、この土地を道路・公園などの公共用地が増える分に充てるほか、その一部

を売却し事業資金の一部に充てる事業制度。 

トリップ 
人または車両がある目的を持って、ある場所（出発地）からある場所（到着地）へ移動す

ること。トリップは、出発地から到着地（目的地）までどのような経路をたどっても、どの

ような交通手段を使っても、どれだけの時間を費やしても、その移動の目的が達成されるま

で続きの１トリップと数える。 



 

 
 

【ナ行】 

ネットワーク 
鉄道やバスなど、単一もしくは複数の交通機関によって網の目のようにめぐらされた交通

の形態のこと。 

 

【ハ行】 

パーソントリップ調査 
「人（Person）の動き（Trip）」から都市を分析していく調査（ＰＴ調査ともいう。）で、

「どのような人が」「どのような目的で・交通手段で」「どこからどこへ」移動したかなどを

調べるもの。鉄道や自動車、徒歩といった各交通手段の利用割合や交通量などを求めること

ができる。東京都市圏においては、日常的に一体的な経済、社会活動が行われている圏域と

して、東京を中心とした通勤交通圏域を一つのまとまりある都市圏として、1968（昭和 43）

年以降、10年ごとに実施している。 

バスロケーションシステム 
ＧＰＳ等を用いて収集されたバスの位置情報を利用者が利用しやすいように運行情報とし

て整理し、携帯電話、パソコンやバス停の表示板に情報提供するシステムのこと。 

バリアフリー化 
高齢者、障害者等が生活するうえで、行動の妨げになる障壁を取り去り、高齢者、障害者

等にやさしい生活空間を作りあげること（歩道の段差解消など）をいう。また、物理的な障

壁ばかりでなく、高齢者、障害者等が社会参加をするうえで、精神的にも障壁がないことも

意図する。 

バリアフリー基本構想 
「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）において、

市町村は、国が定める基本方針に基づき、単独で又は共同して、当該市町村の区域内の旅客

施設を中心とする地区や、高齢者、障害者等が利用する施設が集まった地区（重点整備地区）

について、移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想のこと。 

表定速度 
列車の運転区間の距離を、運転時間（駅間の走行時間に途中駅の停車時間を加えた時間）

で除したもの。 

フィーダー交通 
「フィーダー」とは河川の支流という語源からきた交通機関の支線のこと。ここでは、鉄

道駅からさらに目的地へとつなぐための交通手段を指し、具体的には、駅から乗り継ぐバス・

タクシー・自動車・自転車等の交通手段が該当する。 

ホームドア（可動式ホーム柵） 
プラットホーム上の線路側の縁端部に沿って、旅客の転落等を防止するために設置された

設備のこと。列車の発着時は、列車の開閉と同時に自動的にドアが開閉し、列車の不在時に

はドアが閉められた状態となることでプラットホームと線路が仕切られる。フルスクリーン

タイプの「ホームドア」、腰高タイプの「可動式ホーム柵」があるが、これを総称して「ホー

ムドア」としている。 

 

【マ行】 

ミッシングリンク 
道路網や鉄道網において、未整備の部分で、途中で途切れている区間のこと。 

モビリティマネジメント 
一人ひとりの移動を対象としつつ、それらが社会的にも個人的にも望ましい方向に自発的

に変化することを期待する施策であり、「過度な自動車利用の状態から、公共交通や自転車等



 

 
 

を適切に利用する状態」に少しずつ変えていくための取組。 

 

【ヤ行】 

輸送人キロ 
輸送した旅客（人）にその乗車距離（キロ）を掛けた累積。 

輸送密度 
路線の１日当たりの平均乗客数（輸送人員）を表す。 

ユニバーサルデザイン 
バリアフリーは、障害によりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であるの

に対し、ユニバーサルデザインはあらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわら

ず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方。 

ヨコハマｅアンケート 
本市の施策や事業に関するアンケートを行い、その結果を事業の企画、効果の測定、改善

等に役立てる事業。回答対象者は、横浜市在住で 15 歳以上の方（横浜市職員を除く）。また、

本市が行う催事の案内や事業に関する意見募集などについて、ホームページやメールマガジ

ンを活用し積極的に広報している。 

横浜市基本構想（長期ビジョン） 
市民全体で共有する横浜市の将来像であり、その実現に向けて、横浜市を支える全ての個

人や団体、企業、行政などが、課題を共有しながら取り組んでいくための基本的な指針とな

るもの。横浜市が人口減少時代に突入する 21 世紀 初の四半世紀（おおむね 2025（平成 37）

年頃、現在から約 20 年間）を展望し、横浜市の目指すべき都市像や、それを実現するための

施策の基本方向などを規定している。横浜市の行政計画は、すべてこの長期ビジョンの理念

に基づき策定され、様々な計画の 上位に位置づけられる指針となる。「地方自治法」に規定

される、その地域における総合的かつ計画的な行政を運営するための基本構想に位置付けら

れるものであり、横浜国際港都建設法の理念である「横浜市が日本の代表的国際港都として

十分に機能を発揮する」ことに寄与する指針。 

横浜市中期４か年計画 
2006（平成 18）年６月に策定した横浜の 20 年（おおむね 2025 年）を展望した市政の根本

となる指針である「横浜市基本構想」（長期ビジョン）が掲げる目指すべき都市像の実現に向

けた政策や工程を具体化する、2013（平成 25）年度までの４か年計画。 

横浜市都市計画マスタープラン 
都市計画マスタープランとは、都市計画法第１８条の２に規定されている、「市町村の都市

計画に関する基本的な方針」である。 

「横浜市都市計画マスタープラン」の全市プランは、平成 11 年度に策定したが、今後、人

口減少社会の到来が予測されるなど、社会状況が変化していること、また、「横浜市基本構想

（長期ビジョン）」や各分野の関連計画などが見直されていることから、これらに対応してい

くため、「横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）」として、平成 25 年３月５日にプラン

を改定した。 

 

【ラ行】 

連続立体交差事業 
鉄道と幹線道路（一般国道、都道府県道及び都市計画決定された道路）とが複数個所で交

差する鉄道区間について、踏切道を除去することを目的として、鉄道を連続的に高架化また

は地下化することをいう。 

 



 

 
 

【アルファベット】 

ＤＩＤ（人口集中地区） 
人口集中地区（Densely Inhabited District）の略で、日本の国勢調査において設定され

る統計上の地域単位。市区町村の区域内で人口密度が 1 平方キロメートル当たり 4,000 人以

上の基本単位区等が互いに隣接して、それらの隣接した地域の人口が 5,000 人以上を有する

地域。 

ＭＩＣＥ 
Meeting（企業等の会議）、Incentive Travel（企業等の行う報奨・研修旅行）、Convention

（国際機関・学会等が主催する総会、学術会議等）、Event あるいは Exhibition（イベント・

展示会・見本市）の頭文字で、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベント等の総称。 

 

 




